
章 節 項 細 款 項 目 事

3 01 01 01 7 01 03 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

基本計画

圏央道アクセス
・・・整備を進め早期執行、早期完成に努める。
幹線道路、生活道路の整備
・・・繰越した1級12号線他2路線の委託及び工事を発注し、早期執行に努め
る。また安全性、利便性の向上を図る。

圏央道アクセス
・・・委託及び工事を上半期に発注する。
幹線道路、生活道路の整備
・・・用地買収や測量の影響を受けない個所については上半期に発注す
る。またその他の箇所についてもできるだけ早期に発注し繰越しをしな
い。

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

計画 予算 決算

事業費 174,542 173,572 122,460 166,600 174,510 107,203

計画 予算 決算 計画 予算 決算

99,752 120,860 91,814

財
源
内
訳

国 補 助 82,500 82,500 50,875 77,000 62,660 45,166 32,444 32,444 22,016

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市 債 82,800 82,800 59,000 80,600 101,300 52,100 60,000 60,000 56,500

0

一般財源 9,242 8,272 12,585 9,000 10,550

そ の 他 0 0 0 0 0

9,937 7,308 28,416

⑦

⑥

実施計画整理番号

301010101

総合戦略
整理番号

0

令和元年度 事務事業整理シート

予算科目

事業名

道路改良事業

6,150 0 0

45,700 0 0

0 0 0

2,500 0 0

0 0 0

令和2年度

道路改良事業

実施計画事業名

活動内容(目的を達成するために何を行うか)

道路事業用地の取得及び支障物件の移転補償、道路改良工事の設
計、工事、施工管理を実施する。

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか)

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

道路利用者が安心・安全に通行できるよう、道路整備を行う。

10,656

計画 予算 決算

54,350 0 0

67,571

17,238

予算
内容

13,298

個別
取組

0 0 0

取組に係る費用(千円)

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・1-15、1-16の工事を実施した。工事延長L=557.8m
・1-12他5路線の工事を実施した。工事延長L=188.3m

個別取組の達成状況及び今後の方向性

1-15は契約繰越した。R2年度完成予定。
1-16は一部明許繰越した。

1-8は明許繰越した。
1-12は予定していた事業は完了した。
引続き事業を進める。

3-3023他2路線は予定していた事業は完了した。
3-5036他1路線は1路線は明許繰越した。
引続き事業を進める。

法定外道路は予定していた事業は完了した。

⑩

決算計画

67,460

32,292

0

0

91,814

53,124

事業費計 99,752 120,860

⑨

⑤

④ 生活道路（法定外等）の整備

③ 生活道路(市道３級)の整備

②

圏央道アクセス道路の整備

27,332

702

⑧

幹線道路(市道１級、２級)の整備

①

35,349

702



章 節 項 細 款 項 目 事

3 01 01 01 7 01 03 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

茂原市が関与すべき事業で
あり、道路利用者が安全・安
心に利用出来るような整備
をした。また、市民からの要
望も多い。

A:有効である

用地買収は、概ねの了承を
得られ、また、幹線道路及び
生活道路は、安心・安全に
通行出来る道路整備が行え
た。

B:やや効率的
である

一部の路線で暫定形での
整備を行ない、コスト削減
に努力している。
地元調整及び用地交渉に
多大な時間を費やしてしま
う。

庁議における方針

政策調整会議での評価とその理由

B:実現に向け
て取り組んで
いる

地元自治会の意見収集。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

各道路整備により、道路利用者の安全・安心な通行に成果があった事業と認めることができる。引き続き、地元調整及び
用地交渉に取り組むとともに、利用者の安全性・利便性の向上を図るものとする。また、増加する住民要望に対しては今
後も丁寧な説明に努めていただきたい。

所管による評価とその理由、課題・問題点

実施計画事業名

道路改良事業

事業名

道路改良事業

令和元年度 事務事業評価シート

整理番号

301010101

予算科目基本計画

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

圏央道アクセス
・・・整備を進め早期執行、早期完成に努める。
幹線道路、生活道路の整備
・・・繰越した1級8号線他2路線の委託及び工事を発注し、早期執
行に努める。また安全性、利便性の向上を図る。

圏央道アクセス
・・・委託及び工事を上半期に発注する。
幹線道路、生活道路の整備
・・・用地買収や測量の影響を受けない個所については上半期に発注
する。またその他の箇所についてもできるだけ早期に発注し繰越しを
しない。

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定

道路改良箇所数

令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

整備率（着手箇所／要望箇所）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

道路改良箇所数 10箇所
市道1級15号線他7路線において道路改良工事を実施した。
市道1級8号線他1路線において用地測量を実施した。

56箇所／167箇所＝33.539%

C
H
E
C
K

（
評
価

）

B:実現に向け
て取り組んでい
る

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

圏央道アクセス道路の1級15号線については、令和元年度10月25日の大雨災害の影響により工事を契約繰越した。1級16号線につい
ては、関係機関との調整に時間を要し、工事を繰越した。引続き完成に向けて事業を進める。幹線道路、生活道路の整備は、1級8号線
他6路線の事業を進めていたが、関係機関との調整に時間を要し、3路線について繰越した。
複数の路線を継続実施しているが、住民要望は増加しており要望に対する進捗率が図れない状況であり、事業費増による対策が必要
である。

「協働」の状況とその理由

B:実現に向け
て取り組んでい
る

用地買収について、自治会に
関係地権者への協力依頼を
行っている。また自治会回覧で
住民への周知について協力依
頼を行っている。

地元自治会回覧を行ってい
る。また必要な個所におい
ては地元説明会を実施して
いる。

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由



章 節 項 細 款 項 目 事

3 01 01 01 7 01 03 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 1,650 5,150 5,143

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・法定外道路粟生野地先他2路線の工事を実施した。 工事延長L=329m

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②

① 道路舗装新設工事 1,650 5,150 5,143
法定外道路粟生野地先他2路線の工事が完了し
た。
市内各所の要望について継続して整備を行う。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

9,872 6,070 1,650 5,150 5,143 1,650

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 6,036 7,976 7,976 6,036

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

1,650 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 6,036 7,976 7,976 6,036 9,872 6,070 1,650 5,150 5,143

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

道路利用者が安心・安全に通行できるように道路整備を行う。 未舗装道路の舗装工事の実施

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

予定している3路線について、早期発注を目指す。 予定している3路線について、上半期中の工事発注を行う。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 301010102

道路舗装新設事業 道路舗装新設事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 01 01 01 7 01 03 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

道路舗装延長距離 整備率

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

予定している3路線について、早期発注を目指す。 予定している3路線について、上半期中の工事発注を行う。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

繰越、当初及び補正予算の予定路線の整備が概ね図れた。
住民要望は増加しており、要望に対して進捗が図れない状況であり、事業費の増による対策が必要である。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

道路利用者の安全・安心な通行に成果があった事業と認められるものである。引き続き、計画的な環境整備を行うことで
道路利用者の安全・安心を図るとともに、住民からの要望について丁寧な対応に努めていただきたい。

B:やや効率的
である

事業箇所の選択・集中を行
い、コスト削減を図る必要
がある。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

自治会回覧を行っている。
B:実現に向け
て取り組んで
いる

地元自治会や関係者の意
見(要望）に応えている。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

道路舗装整備延長距離 329ｍ
整備率
47,001ｍ/72,144ｍ 65.15%

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

茂原市が関与すべき事業で
あり、道路利用者が安全・安
心に利用できるような整備を
行っている。また、市民から
の要望も多い。

自治会長や関係者と協議を
行っている。

A:有効である
生活道路における未整備路
線を安心・安全に利用できる
ような整備が図られた。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

301010102
道路舗装新設事業 道路舗装新設事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 01 01 01 7 01 02 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 116,520 86,429 85,034

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・道路舗装補修工事 11箇所
・道路維持補修工事 6箇所
・常温合材・加熱アスファルト・Ｕ字溝等購入

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥ 道路補修用資機材の調達・保守 11,967 14,366 13,986
当該年度の機材等は概ね調達出来た。継続的に
補修用資機材を調達し、道路の維持補を実施して
いく。

⑤
幹線道路(市道３級・法定外)の舗装補修
工事

38,190 44,544 44,409
当該年度の補修予定箇所は概ね執行済み。引
続き、道路の舗装・維持補修工事を実施していく。

④ 幹線道路(市道１・２級)の舗装補修工事 57,789 18,945 18,700
国からの補助金が削減され、施工範囲が縮小さ
れた。引続き、道路の舗装補修を実施していく。

③ 道路附属物・のり面補修工事 0 0 0

② 道路付属物・のり面設計業務 0 0 0

① 道路長寿命化修繕業務 8,574 8,574 7,939
各修繕計画に基づき補修を実施。
今後も点検結果に基づき長寿命化を図っていく。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

43,969 45,830 25,630 64,333 63,156 19,862

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 30,469 45,665 43,046 27,300

0 0 0 0 0

77,200 74,700 59,800 19,900

0

0 0 0

市 債 71,400 71,400 72,300 83,400 0 019,700 58,200

106,956 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

16,892 16,417 31,090 2,196 2,178 28,894国 補 助 97,042

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 198,911 214,107 134,842 224,000 138,061 136,947 116,520 86,429 85,034

97,042 19,496 113,300

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

生活環境の保全及び交通の円滑化と事故防止のため、道路補修を実施す
る。

道路舗装の点検を行い、それを基に修繕計画を作成し計画的に修繕を
実施する。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

起債事業を活用し、道路舗装修繕を行う。
路面性状調査の結果を基に、早急な修繕が必要な区間を優先的に補修
し、安心・安全な通行を保つ。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 301010103

道路橋梁維持補修費 道路橋梁維持補修費
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 01 01 01 7 01 02 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

道路舗装補修箇所数 11箇所
道路維持補修箇所数 6箇所

交通の円滑化と事故防止が図られた箇所数（修繕が完了した箇所数）
道路舗装補修整備率 71.0%
道路維持補修整備率 85.6%

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

起債事業を活用し、道路舗装修繕を行う。
路面性状調査の結果を基に、早急な修繕が必要な区間を優先的に補
修し、安心・安全な通行を保つ。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

当該年度の執行は概ね予定通りであったが、道路舗装の補修をすべき箇所が多数残っている。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

当初の予定どおりに事業実施されていることから一定の成果が挙がっていると認められる。引き続き、補修が必要な個
所の把握に努め、計画的な事業実施を進めていただきたい。

B:やや効率的
である

道路舗装補修が一部にとど
まっている為。

C:実現の余地
がない

道路の維持補修工事であ
り、取り組む余地がない。

C:実現の余地
がない

道路の維持補修工事であ
り、取り組む余地がない。

C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

道路舗装補修工事 11箇所
道路維持補修工事 6箇所

交通の円滑化と事故防止が図られた箇所数
舗装補修 11箇所
維持補修 6箇所

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
市が管理する道路であり、
市が舗装修繕する必要があ
る。

道路の維持補修工事であ
り、取り組む余地がない。

A:有効である
道路舗装補修を実施するこ
とで交通の円滑化と事故防
止が図られた。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

301010103
道路橋梁維持補修費 道路橋梁維持補修費



章 節 項 細 款 項 目 事

3 01 01 01 7 01 02 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 95,781 143,234 82,881

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・橋梁点検業務委託 - 橋（R2へ繰越／点検予定２３橋）
・橋梁補修設計業務委託 3 橋
・橋梁修繕工事 1 橋（R2へ昌平橋、新川代橋の２橋を繰り越し）

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③ 長寿命化修繕及び耐震工事 67,643 117,384 74,081
３橋の橋梁修繕を実施したが、災害により２橋が繰越
となった。引続き、修繕計画に基づき橋梁の修繕を実
施していく。

② 修繕・耐震工事の設計業務 9,196 8,800 8,800
3橋の橋梁補修設計を実施。引続き、修繕計画に
基づき設計業務を実施していく。

① 点検業務 18,942 17,050 0
R1年度災害により２３橋の点検を実施。（繰越）
継続的に橋梁点検を実施していく。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

19,834 24,298 12,102 24,097 14,397 750

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 15,248 13,512 14,393 8,898

0 0 0 0 0

74,800 53,400 31,000 46,500

0

0 0 0

市 債 59,000 52,900 52,000 80,000 0 029,000 6,000

15,000 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

95,172 86,310 52,679 72,637 39,484 8,250国 補 助 90,745

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 164,993 147,580 147,507 197,550 189,806 164,008 95,781 143,234 82,881

81,168 81,114 108,652

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

市管理の橋梁について、計画的な予防保全的維持管理に転換を図り、長
寿命化によるコスト縮減と併せて地域の道路網の安全性と信頼性を向上さ
せる。

「橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、順次橋梁の修繕を実施し、定期的
に橋梁点検を行う。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

国の補助金を活用し橋梁の点検・補修設計・修繕工事を行う。 「橋梁長寿命化修繕計画」に基づいた事業遂行を図る。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 301010104

橋梁長寿命化修繕事業 橋梁長寿命化修繕事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 01 01 01 7 01 02 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

国の補助金を活用し橋梁の点検・補修設計・修繕工事を行う。
・橋梁点検 33橋(繰越23橋+R2年度10橋）
・橋梁補修設計 3橋
・橋梁修繕工事 6橋(繰越2橋+R2年度4橋)

道路網の安全性と信頼性を向上できた箇所数
着手率：94％（15橋／16橋）
修繕率：69％（11橋／16橋）

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

国の補助金を活用し橋梁の点検・補修設計・修繕工事を行う。 「橋梁長寿命化修繕計画」に基づいた事業遂行を図る。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

当該年度の執行は概ね予定通りであったが、市で修繕すべき橋梁が多数残っている。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

概ね計画どおりに進捗しており、一定の成果があったと認められる。引き続き、計画的な維持管理を実施することで、地
域の道路網の安全性と信頼性の向上に努めていただきたい。

B:やや効率的
である

市管理橋梁の修繕工事が
一部とどまったため。

C:実現の余地
がない

橋梁修繕工事であり、実現
の余地がない。

C:実現の余地
がない

橋梁修繕工事であり、実現
の余地がない。

C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

橋梁点検 ０橋（R２年度に２３橋繰越）
橋梁補修設計 ３橋
橋梁修繕工事 １橋（R２年度に２橋繰越）

道路網の安全性と信頼性を向上できた箇所数（橋梁補修設計 ３橋、
橋梁修繕工事 １橋）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
市が管理する橋梁の為、市
が主体的に修繕を行う必要
がある。

橋梁修繕工事であり、実現
の余地がない。

A:有効である

橋梁の点検及び補修設計に
より、地域の道路網の安全
性と信頼性の向上に寄与し
た。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

301010104
橋梁長寿命化修繕事業 橋梁長寿命化修繕事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 02 01 02 7 02 03 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 13,400 40,881 3,795

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

下流域の護岸詳細設計の発注（令和2年度繰越）
物件調査業務委託の実施

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

② 橋梁架替工事 0 0 0

① 護岸詳細設計 13,400 40,881 3,795 護岸詳細設計の発注を実施した。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

1,376 1,376 934 28,415 330 0

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 554 12,056 1,999 820

0 0 0 0 0

2,700 2,700 8,000 8,000

0

0 0 0

市 債 4,700 4,700 6,200 7,100 0 02,200 0

0 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

1,461 1,461 4,466 4,466 1,265 0国 補 助 2,626

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 7,880 19,382 11,627 11,880 5,537 5,537 13,400 40,881 3,795

2,626 3,428 3,960

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

流域の浸水被害を軽減し、治水安全度の向上を図る。 河川改修に必要な用地取得を進める。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・下流域の護岸詳細設計を完了する。
・区画道路1号の橋梁架替に係る工事用進入路及び取付道路工事を完了
する。

委託（7月～3月）
工事（9月～3月）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 302010201

河川改修事業（乗川） 河川改修事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 02 01 02 7 02 03 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・用地買収した面積 ・用地取得率

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・用地買収1件を進める。（繰越事業）
・護岸詳細設計（繰越事業）

・用地（12月～3月）
・設計（令和元年度繰越～１２月）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

護岸詳細設計の発注を実施したが、繰越となった。
また、早期の工事着工が地元から求められている。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

流域の浸水被害を軽減し、治水安全度の向上を図るため、今後とも計画的かつ効率的な実施に努めるものとする。

A:効率的である
国の社会資本整備総合交
付金により実施。

その他
今後の事業進捗に伴い、必
要に応じて説明会等を実施
する。

その他
今後の事業進捗に伴い、必
要に応じて説明会等を実施
する。

その他

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

下流域の護岸詳細設計の発注 下流域の護岸詳細設計の実施
物件調査業務委託の実施

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
流域の浸水被害を軽減し、
治水安全度の向上に資す
る。

今後の事業進捗に伴い、地
元自治会や関係者の意見
を聴取する。

A:有効である
安全で豊かな地域社会の保
全

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

302010201
河川改修事業（乗川） 河川改修事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 02 01 02 7 02 03 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 171,964 447,017 89,058

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

早野排水機場の樋管工事を実施。
早野排水機場の本体工事を実施。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②

① 早野排水機場場整備 171,964 447,017 89,058
樋管工及び本体工に着手した。今後、ポンプ
工の着手を目指す。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

11,193 6,785 11,442 286,495 5,972 57,096

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 3,314 713 1,569 9,500

0 0 0 0 0

87,100 76,600 103,200 103,200

0

0 0 0

市 債 29,000 29,000 6,900 85,500 0 053,400 513,400

855,743 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

47,256 41,455 57,322 57,322 29,686 285,247国 補 助 16,000

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 48,314 45,713 12,213 142,500 145,549 124,840 171,964 447,017 89,058

16,000 3,744 47,500

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

流域の浸水被害を軽減し、治水安全度の向上を図る。 (仮)早野排水機場の設置を行う。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

樋管工及び本体工の工事着手
設計書作成（4月～6月）
入札・契約（7月～9月）
工事（9月～3月）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 302010202

河川改修事業（梅田川） 河川改修事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 02 01 02 7 02 03 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

早野排水機場整備に係る工事執行 令和４年度中に早野排水機場を設置

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

早野排水機場樋管工事の完了（繰越事業）
早野排水機場本体工事の完了（２か年工期）
早野排水機場函渠工工事の完了（繰越事業）
早野排水機場ポンプ設備工の工事着手

早野排水機場樋管工事（令和元年度繰越～4月）
早野排水機場本体工事（令和元年度繰越～12月）
早野排水機場函渠工事（令和元年度繰越～10月）
早野排水機場ポンプ設備工事（7月～R4.3月）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

早野排水機場の樋管工及び本体工に着手でき一定の成果があったが、樋管工については繰越となった。
課題としては、今後も工事費に多額の費用が必要となってくる。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

早野排水機場の本体工事にも着手し、事業の進捗について一定の成果を挙げていると認められる。引き続き、地域住民
への説明に努めるとともに、排水機場完成に向けて計画的な事業実施に努めていただきたい。

A:効率的である
国の社会資本整備総合交
付金により実施。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

一宮川流域浸水対策協議
会や自治会回覧で計画及び
進捗状況の説明に努めてい
る。

B:実現に向け
て取り組んで
いる

一宮川流域浸水対策協議
会や自治会回覧で計画及び
進捗状況の説明に努めてい
る。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

早野排水機場樋管工事の実施（令和２年度繰越）
早野排水機場本体工事の実施（２か年工期）

令和４年度中の早野排水機場設置に向けて工事に着手した。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
流域の浸水被害を軽減し、
治水安全度の向上に資す
る。

一宮川流域浸水対策協議
会において、事業評価や改
善検討を行っている。

A:有効である
安全で豊かな地域社会の保
全に資する。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

302010202
河川改修事業（梅田川） 河川改修事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 04 03 01 4 01 07 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 13,448 13,448 12,380

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

令和元年度合併処理浄化槽設置整備補助金
単独処理浄化槽から転換
5人槽612,000円×14基=8,568,000円／7人槽694,000円×2基=1,388,000円／10人槽828,000円×1基=828,000円

くみ取り便槽から転換
5人槽532,000円×3基=1,596,000円

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

② 広報による浄化槽の適正管理の推進 0 0 0 概ね達成できた。引き続き推進する。

① 合併処理浄化槽の設置促進 13,448 13,448 12,380
設置補助20基、一定の成果を挙げた。引き続
き促進を図る。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

3,720 3,230 5,416 5,416 4,737 5,416

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 3,720 3,720 7,240 3,720

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

5,416 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

13,448 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 3,720 3,720 0 3,720 3,720 2,880 5,416

1,750 980 2,616 2,616 2,906 2,616国 補 助 1,750

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 9,190 9,190 7,240 9,190 9,190 7,090 13,448 13,448 12,380

1,750 0 1,750

5,416 4,737

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

合併処理浄化槽設置促進について、単独処理浄化槽及びくみ取り便槽か
ら合併処理浄化槽への転換設置に対する補助制度を継続するとともに、浄
化槽の機能を発揮させるため設置者への指導や広報紙等による啓発を行
い、公共用水域の水質汚濁防止に努める。

単独処理浄化槽及びくみ取り便槽から合併処理浄化槽への転換設置す
る市民に対し補助金を交付する。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

単独処理浄化槽からの転換18基、くみ取り便槽からの転換7基を実施す
る。

4月ホームページ掲載
4月10月広報掲載

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 304030101

合併処理浄化槽設置促進事業 浄化槽対策事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 04 03 01 4 01 07 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

補助基数 水質汚濁防止が図られた処理人口

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

単独処理浄化槽からの転換18基、くみ取り便槽からの転換7基を
実施する。

4月ホームページ掲載
4月10月広報掲載

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

合併処理浄化槽への転換補助により、公共用水域の水質汚濁の防止のための生活排水対策を促進し、一定の成果を
挙げた。
引き続き事業の推進を図る必要がある。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

合併処理浄化槽への転換設置に対する補助を実施することで、水質汚濁防止に資するものと認めることができる。目標
の設置件数に達していないことから、より一層の制度の周知を図ることにより設置促進に努めていただきたい。

A:効率的である

浄化槽の機能を発揮させる
ため、設置者への指導や広
報紙等による啓発を行っ
た。

A:実現している
広報やウェブサイトにより制
度の概要について周知して
いる。

C:実現の余地
がない

市民等の参加事業ではな
い。

C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

令和元年度合併処理浄化槽補助基数 20基
単独処理浄化槽から転換：5人槽14基、7人槽2基、10人槽1基
くみ取り便槽から転換：5人槽3基

水質汚濁防止が図られた処理人口 60人
令和元年度末合併処理浄化槽処理人口 31,641人

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

単独処理浄化槽及びくみ取
り便槽から合併処理浄化槽
への転換をする市民に対し
補助金を交付した。

市民等の協働事業ではな
い。

A:有効である

生活排水対策として、地域・
建物の用途を定め合併処理
浄化槽への転換設置者に対
し助成を行い、公共用水域
の水質汚濁防止を推進し
た。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

304030101
合併処理浄化槽設置促進事業 浄化槽対策事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 04 04 01 7 02 02 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 18,800 33,596 32,221

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・国府関字當長谷地先 整備延長 L=30.1ｍ
・国府関字當長谷地先その２ 整備延長 L=23.4ｍ
・本納字金谷前 整備延長 L=37.0ｍ
・長谷字殿辺田地先 整備延長 L=100.0ｍ

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④ 渋谷字堰田地先 0 728 0 用地買収の難航に伴う計画変更

③ 長谷字殿辺田地先 0 5,487 4,840
計画した排水路整備の一部が完了した。継続
して残りの排水路整備を実施していく。

② 本納字金谷前地先 2,800 1,274 1,274 計画した排水路整備が完了した。

① 国府関字當長谷地先 16,000 26,107 26,107 計画した排水路整備が完了した。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

8,946 7,723 4,700 19,496 16,021 3,600

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 5,364 13,760 7,053 10,044

0 0 0 0 0

25,900 23,100 14,100 14,100

0

0 0 0

市 債 15,900 15,900 21,000 30,000 0 016,200 10,800

14,400 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 21,264 29,660 28,053 40,044 34,846 30,823 18,800 33,596 32,221

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

幹線排水路及び生活排水路を計画的に整備することにより、排水不良の解
消及び住環境の整備を図る。

茂原市排水基本計画に基づき排水施設の整備を進める。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

排水路整備2箇所の実施 排水路整備（5月～3月）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 304040101

排水整備事業 排水整備事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 04 04 01 7 02 02 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

排水不良箇所の整備箇所数 整備率（着手率）

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

排水路整備1箇所の実施 排水路整備（5月～3月）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

予定箇所の整備が図られた。
地域住民からの整備要望が多く、要望に対して進捗が図れない状況である。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

概ね計画どおり進捗しており、一定の成果が挙がっている。引き続き、計画的な事業実施を図るとともに、地域住民への
丁寧な説明に努めていただきたい。

B:やや効率的
である

事業箇所の選択と集中を行
い、コスト縮減を図る必要
がある。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

自治会回覧を行っている。
B:実現に向け
て取り組んで
いる

地元自治会や関係者の意
見（要望）に応えている。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

排水不良箇所の整備箇所数 3箇所（継続箇所）
整備率（着手率）
107箇所／191箇所 56%

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
排水不良が解消され生活環
境の向上に資する。

自治会長や関係者と協議を
行っている。

A:有効である 排水不良が解消された。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

304040101
排水整備事業 排水整備事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 04 04 01 7 02 02 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 399,597 386,693 189,217

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・長清水水門のポンプ躯体工事を実施。
・長清水水門のポンプ電気盤設置工事を実施。
・長清水水門のポンプ機械設備工事を実施。
・鷲巣稲荷前水門のポンプ躯体工事を実施。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥ 東郷地先水門（排水ポンプ設置） 0 1,488 1,480
地上権の設定及び地盤変動により生じた建物
等損傷補償を実施。

⑤ 早野妙明光区 0 0 0

④ 東茂原地区 0 0 0

③ 上永吉冬田地区 0 0 0

② 鷲巣稲荷前水門（排水ポンプ設置） 97,200 79,680 29,720
排水ポンプ整備に係る躯体工事に着手し、引
き続き、設備工事を実施し被害軽減を図る。

① 長清水水門（排水ポンプ設置） 302,397 305,525 158,017
排水ポンプ整備に係る躯体工事が完了した。引き
続き、設備工事を実施し被害軽減を図る。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

68,369 62,429 91,997 79,093 16,417 21,314

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 47,202 160,116 26,813 19,061

0 0 0 0 0

205,300 187,000 275,600 275,600

0

54,296 0 0

市 債 141,500 141,500 80,100 56,800 0 0140,800 63,900

139,510 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 32,000 32,000 18,000 32,000 64,000 32,000 32,000

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 220,702 333,616 124,913 107,861 337,669 281,429 399,597 386,693 189,217

0 0 0

32,000 32,000

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

平成２５年１０月の台風２６号に伴う浸水被害を受け、同程度の大雨による
床上床下被害を大幅に軽減することを目標に対策を行う。

床上床下の浸水被害が大きい地区の水門に排水ポンプ施設を設置し早
期に被害軽減を図る。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

長清水水門のポンプ躯体工事の完了
長清水水門のポンプ機械設備工事の完了
鷲巣稲荷前水門のポンプ躯体工事の完了

長清水水門のポンプ躯体工事（H30繰越～10月）
長清水水門のポンプ機械設備工事（9月～3月）
鷲巣稲荷前水門のポンプ躯体工事（7月～2月）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 304040102

内水対策関連事業 内水対策関連事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 04 04 01 7 02 02 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

内水排除ポンプ設置（長清水水門） 完了 1箇所
内水排除ポンプ設置（鷲巣稲荷前水門） 躯体工事の完了 １箇
所

内水排除ポンプ設置

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

長清水水門のポンプ設備工事の完了
鷲巣稲荷前水門のポンプ躯体工事の完了（繰越事業）

長清水水門のポンプ設備工事（6月～3月）
鷲巣稲荷前水門のポンプ躯体工事の完了（令和元年度繰越～6月）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

長清水水門のポンプ躯体工事は完了したが、ポンプ機械設備工事は繰越となった。
また、鷲巣稲荷前水門のポンプ躯体工事を進めたが繰越となった。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

流域の浸水被害軽減に資する事業と認めることができる。引き続き、地域住民と意見交換を図りながら計画的及び効率
的な事業実施に努めていただきたい。

B:やや効率的
である

事業箇所の選択と集中によ
り、効率の向上が見込める
余地がある。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

自治会回覧等において整備
に関する説明を行っている。

B:実現に向け
て取り組んで
いる

自治会等から整備に関する
意見を受けている。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

長清水水門のポンプ躯体工事の完了
長清水水門のポンプ機械設備工事の実施（令和２年度繰越）
鷲巣稲荷前水門のポンプ躯体工事の実施（令和２年度繰越）

長清水水門のポンプ躯体工事の完了

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
流域の浸水被害を軽減し、
治水安全度の向上に資す
る。

地元調整が必要な事案に
ついて、自治会等と協議を
行っている。

A:有効である
安全で豊かな地域社会の保
全に資する。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

304040102
内水対策関連事業 内水対策関連事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 04 04 01 7 01 03 05

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 7,040 17,293 16,097

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・3-5008他2路線の工事を実施した。工事延長L=210.9m

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②

① 道路排水整備事業 7,040 17,293 16,097
3-5008外2路線の整備が完了した。
3-5008については繰越明許した。
市内各所の要望について継続して整備を行う。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

4,849 3,605 1,840 12,093 8,397 1,700

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 9,951 17,538 17,445 5,622

0 0 0 0 0

14,300 10,800 5,200 5,200

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 07,700 4,900

6,600 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 9,951 17,538 17,445 5,622 19,149 14,405 7,040 17,293 16,097

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

道路利用者の安全性を確保するために、道路排水不良箇所の整備を行う。 道路排水整備工事の実施

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

3級8184号線他予定された箇所について、早期発注を目指す。
予定している2路線について上半期の発注を行う。
また繰越明許した1路線については早期に発注する。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 304040103

道路排水整備事業 道路排水新設事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 04 04 01 7 01 03 05

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

排水不良箇所の整備箇所数 整備(着手）率

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

3級6051号線他予定された箇所について、早期発注を目指す。
予定している2路線について上半期の発注を行う。
また繰越明許した1路線については早期に発注する。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

繰越、当初及び補正予算の予定路線の整備が概ね図れた。（1路線の工事を繰越明許した。）
複数路線を継続して実施しているが、住民要望は増加しており、要望に対して進捗が図れない状況であり、事業費の増
による対策が必要である。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

概ね予定どおりに進捗していると認められる。引き続き、地元自治会及び関係者との協議を行いながら計画的、効率的
な事業実施に努めることで、道路利用者の安全性の確保を図っていただきたい。

B:やや効率的
である

事業箇所の選択・集中を行
い、コスト削減を図る必要
がある。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

自治会回覧を行っている。
B:実現に向け
て取り組んで
いる

地元自治会や関係者の意
見(要望）に応えている。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

排水不良箇所の整備箇所数 3箇所
整備(着手）率
85箇所／340箇所 25.00％

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

茂原市が関与すべき事業で
あり、道路利用者が安全・安
心に利用できるような整備を
した。また、市民からの要望
も多い。

自治会長や関係者と協議を
行っている。

A:有効である
排水不良箇所の解消が図
れた。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

304040103
道路排水整備事業 道路排水新設事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 05 02 03 4 01 06 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 2,316 2,316 2,124

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・茂原駅南口東口ロータリー花壇及び庁舎南側駐車場花壇等への草花の植栽及び公共施設等に草花を配布した。
・自治会等に市の花コスモスの種子を配布した。（150L)
・花いっぱいコンクールを年2回（春秋）開催した。
・花いっぱい運動推進協議会の活動を支援するため補助金を交付した。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④ 花いっぱい運動推進協議会の運営 90 90 90 概ね達成できた。引き続き実施する。

③ 花いっぱいコンクールの実施 82 82 63 概ね達成できた。引き続き実施する。

② 自治会等に市の花コスモスの種子配布 381 381 381 概ね達成できた。引き続き実施する。

① 公共施設への緑や花の植栽 1,763 1,763 1,590 概ね達成できた。引き続き実施する。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

2,257 2,246 2,316 2,316 2,124 2,290

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 2,321 2,321 2,288 2,259

10 10 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

2,290 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 2,331 2,331 2,298 2,269 2,257 2,246 2,316 2,316 2,124

0 0 0

0 0

そ の 他 10 10

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

緑のある美しいまちづくりを進めるため、公共施設へ緑や花の植栽に努め
るとともに、自治会等に市の花コスモスの種子を配布するなど、全市的な
「花いっぱい運動」を展開し、普及を図ることを目標とする。

・公共施設への緑や花の植栽
・自治会等に市の花コスモスの種子配布
・花いっぱいコンクールの実施

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・茂原駅ロータリー、公民館前の花壇への植栽
・公共施設等に草花を配布
・自治会等に市の花コスモスの種子を配布
・花いっぱいコンクールを年2回（春・秋）開催
・花いっぱい運動推進協議会の活動支援のため補助金の交付

・公共施設への草花の植栽（通年）
・自治会等に市の花コスモスの種子の配布
・花いっぱいコンクールの実施（春・秋）
・花いっぱい運動推進協議会の運営（通年）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 305020301

緑化推進事業 緑化推進事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 05 02 03 4 01 06 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・公共施設への草花の植栽数
・自治会等へ配付した市の花コスモスの種子の量
・花いっぱいコンクールの実施回数

・花いっぱいコンクール参加者数
・地域の花壇数

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・茂原駅南口東口ロータリー花壇及び庁舎南側駐車場花壇等へ
の植栽
・公共施設等に草花を配付
・自治会等に市の花コスモスの種子を配布
・花いっぱいコンクールを年2回（春秋）開催
・花いっぱい運動推進協議会の活動支援のため補助金の交付

・公共施設への草花の植栽（通年）
・自治会等に市の花コスモスの種子の配付
・花いっぱいコンクールの実施（春秋）
・花いっぱい運動推進協議会の運営（通年）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

各種取り組みを通じて市民意識の高揚を図ることで緑化推進に成果をあげることができた。花いっぱいコンクールの参加
者の増加に取り組む必要がある。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

各種取組により緑化推進に成果があったと認められるものである。引き続き、市民の意識を向上させることにより、花
いっぱい運動の参加者及び地域の花壇数の増加等につながるよう努めるものとする。

A:効率的である

千葉県まちづくり公社から
寄付を受けた花苗を自治会
等に配布するなど有効活用
した。

A:実現している
広報紙や市ウェブサイトでコ
ンクールの周知を図った。

B:実現に向け
て取り組んで
いる

コンクールの参加者の増加
に取り組む必要がある。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・公共施設への草花の植栽（9,770苗）
・自治会等に市の花コスモスの種子を配付（150L)
・花いっぱいコンクールの実施（春秋）
・花いっぱい運動推進協議会の運営

・花いっぱいコンクール参加者数（4個人29団体）
・地域の花壇数（15箇所）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
公共施設へ草花を植栽し緑
ある美しいまちづくりを推進
した。

花いっぱい運動推進協議
会と連携し取り組んだ。

A:有効である

自治会等に市の花コスモス
の種子を配付、花いっぱい
コンクールを開催することで
全市的な運動を展開した。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

305020301
緑化推進事業 緑化推進事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 05 03 01 7 03 03 03

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 10,308 9,836 9,632

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

①各種公園の補修工事4件（4公園）
②各種公園の施設設置工事3件（3公園）

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③ 各公園の老朽遊具の更新 499 794 794
公園灯とフェンスの更新を行う。安全安心な公
園のため計画的に施設更新を図る。

② 各公園の老朽施設の補修 4,517 4,020 3,816
公園灯とフェンスの補修を行う。今後も、施設
の安全性を高めるため予防保全に努める。

① 富士見公園の施設整備 5,292 5,022 5,022
野球場防護マットの設置を行う。引続き、運動
公園として相応しい整備を進める。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

8,035 7,931 5,016 4,544 4,610 3,206

財
源
内
訳 5,022 0 0 0

一般財源 2,571 2,853 2,798 4,276

0 0 1,728 1,652 5,292

0 0 0 0

5,292

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

3,206 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 2,571 2,853 2,798 4,276 9,763 9,583 10,308 9,836 9,632

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

公園内の遊具・施設について、子供たちが楽しく、安心して遊べるよう、適
切な維持管理を行う

老朽化した遊具・施設を計画的に補修・更新していく。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

施設点検に努め、子どもたちが楽しく、安心して遊べるよう、適切な維持管
理を行う
①各種公園の補修工事2件
②各種公園の施設設置工事2件

①各種公園の補修工事2件
②各種公園の施設設置工事2件

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 305030101

都市公園等維持補修事業 都市公園等維持補修事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 05 03 01 7 03 03 03

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

①各種公園の補修工事1件
②各種公園の遊具設置工事1件

公園の利用者の増加数（茂原公園・富士見公園・萩原公園等）

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

子どもたちが楽しく安心して遊べるように施設点検に努め、適切な
維持管理を行う。
①各種公園の補修工事1件
②各種公園の遊具設置工事1件

維持補修計画を立て、各事業を進める。
①各種公園の補修工事1件
②各種公園の遊具設置工事1件

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

安全性を求められる公園施設の補修ついて速やかに対応できた。
利用者の安心安全な公園維持のため、計画的な維持管理が必要がある。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

各種取組により公園利用者の安全性が図られたと認めることができる。引き続き、適切な維持管理を実施することで、利
用者の利便性向上に努めていただきたい。

A:効率的である

日常の点検管理を行い、将
来的なコスト増大にならな
いよう予防保全的な維持管
理に努める。

C:実現の余地
がない

施設の整備補修工事であ
り、取り組み余地がない。

C:実現の余地
がない

施設の整備補修工事であ
り、取り組み余地がない。

C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

①各種公園の補修工事4件（4公園）
②各種公園の施設設置工事3件（3公園）

公園の利用者数の増加 9, 650人（茂原公園・富士見公園・萩原公園
等）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
公園の適正な維持管理をす
るため、公共事業で施工管
理する必要がある。

施設の整備補修工事であ
り、取り組み余地がない。

A:有効である
公園施設の安全は保たれ、
事業成果は確実に得られて
いる。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

305030101
都市公園等維持補修事業 都市公園等維持補修事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 05 03 01 7 03 03 05

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 12,856 12,755 10,532

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

茂原公園サクラ育成管理等指導業務委託 （外科治療を行った桜について、市職員が適正な維持管理方法を習得するため樹木医から指導を得た）
茂原公園サクラ外科治療業務委託 ３９本

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

② 茂原公園の桜の再生 2,650 2,650 2,648
樹木医の治療を受けるとともに、職員が適正
な育成管理方法の指導を受けた。

① 多世代が行き交う公園の改修 10,206 10,105 7,884
弁天湖護岸工事を行うため測量試験を行う。
交付金事業を活用し、早期完成を目指す。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

1,729 1,729 3,356 3,255 3,090 2,225

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 3,484 3,484 3,484 1,720

0 0 0 0 0

0 0 4,500 4,500

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 03,500 3,200

8,990 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 5,000 5,000 3,942 3,565国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 3,484 3,484 3,484 1,720 1,729 1,729 12,856 12,755 10,532

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

茂原市の中心的都市公園である茂原公園を、利用者の増大につながる公
園整備の推進と他部門部署と連携したイベントを開催する。また、さくらの
点検及び外科治療を継続的に実施し、樹勢回復に努める。

公園内の施設やさくらの樹勢回復などの環境を整備し、ソフト面では、健
康づくりのためのウォーキング、体験で学習きる場の提供など関係団体
と連携しつつ事業を推進する。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

サクラの点検及び外科治療を継続的に実施、樹勢の回復に努める。
茂原公園サクラの点検（全サクラ対象）
茂原公園サクラの外科治療（外科治療39本）

茂原公園内のサクラの外科治療の進捗を図る。
計画数353本 治療済み272本

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 305030102

茂原公園再生事業 茂原公園再生事業
総合戦略
整理番号

32103



章 節 項 細 款 項 目 事

3 05 03 01 7 03 03 05

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

茂原公園サクラの点検・管理（全サクラ対象）
茂原公園サクラの外科治療本数 （外科治療43本） ※再治療1本
含む
弁天湖護岸工事の進捗

茂原公園内のサクラの樹勢回復。
茂原公園の利用者の増加数。
弁天湖護岸工事の進捗。

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

職員による適正管理と樹木医による外科治療を実施し、樹勢の回
復に努める。
・茂原公園サクラの点検・管理の実施（全サクラ対象）
・茂原公園サクラの外科治療の完了（治療計画353本の終了）
茂原公園弁天湖護岸改修詳細設計

茂原公園サクラ育成管理等指導業務委託（毎月）
現場職員におけるサクラの育成管理
茂原公園サクラ外科治療業務委託（冬期）
茂原公園弁天湖護岸改修詳細設計業務委託

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

日本さくらの名所100選として、さくらの魅力の再生や知名度の向上を図るため、さくらの点検調査や外科治療の成果は
得られていると考える。しかし、茂原公園再生計画における観光地としての魅力向上や多世代の来園者の増大につなげ
るためには、ハード整備による環境を整えることが必要不可欠であると考える。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

計画的に桜の点検・治療も実施していることから、成果が挙がっていると認められる。引き続き、桜の樹勢回復を図るとと
もに弁天湖護岸工事の早期完成を目指すことで、茂原公園の利用者増加に努めていただきたい。

B:やや効率的
である

茂原公園再生にかかる経
費削減は避けられないが、
今後の経費増大にならない
よう予防保全に努めた。

その他
茂原公園再生計画における
予定年度とは整合しておら
ず、情報の共有が難しい。

B:実現に向け
て取り組んで
いる

茂原公園再生計画に、市民
参加型のソフト事業の取組
が計画されている。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

茂原公園サクラの点検（全サクラ対象）
茂原公園サクラの外科治療本数 外科治療39本

・茂原公園内のサクラの外科治療が進んだ。
治療実施率 88.1％ （治療済み311本）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

茂原公園のサクラの再生
は、観光地としての魅力向
上や多世代が集う場として
公園再生に結びつくもので
ある。

茂原公園再生計画に、市民
参加型のソフト事業の取組
が計画されている。

A:有効である
サクラの外科治療により樹
勢回復の成果が確実に得ら
れ有効性がある。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

305030102
茂原公園再生事業 茂原公園再生事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 01 7 04 01 05

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 8,844 7,681 7,480

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・八幡原住宅の耐震診断を実施し、診断の結果2棟ともに耐震性を有していると判定された。
・上記の耐震診断の結果について、第三者判定機関により評定され、適合する水準であることを確認した。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②

① 八幡原住宅１，２号棟耐震診断業務委託 8,844 7,681 7,480
耐震診断を実施した結果、2棟ともに耐震性が
確認された。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

4,670 3,618 6,186 5,023 4,500 0

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

0 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

2,622 3,618 2,658 2,658 2,980 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 0 0 0 0 7,292 7,236 8,844 7,681 7,480

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

老朽化した市営住宅ストックを活用していく中で、ライフサイクルコストの削
減と事業量の平準化を図りながら、効率的かつ円滑な改善を行う。

市営住宅長寿命化計画に基づき、ストック活用していく住宅に対し長寿
命化型及び住居性確保型の改善を行う。
・給水方式変更、給水設備改善
・給湯設備改善
また、旧耐震基準で建設された市営住宅については、耐震診断を行う。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

旧耐震基準で建設された八幡原住宅1・2号棟の耐震診断を実施し、耐震性
の有無を確認する。

八幡原住宅の耐震診断を実施し、耐震診断結果について、第三者判定
機関で評定を行い、適合水準を確認する。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 306010101

市営住宅長寿命化事業 市営住宅長寿命化事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 01 7 04 01 05

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・長谷住宅2号棟改善工事の設計業務の実施
・上茂原住宅ガス管入替修繕の実施

・大規模改修着手棟数

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・長谷住宅２号棟の設計業務及び入居者移転の実施完了。
・上茂原住宅のガス管入替修繕を実施完了。

（長谷住宅２号棟）
・設計業務の委託事務。
・入居者との移転交渉及び移転補償契約の締結。
・移転先市営住宅の修繕。
・移転補償費の支払い。
（上茂原住宅）
・上茂原住宅のガス管入替修繕の実施。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

市営住宅長寿命化計画における改善工事に向け、八幡原住宅の耐震性の有無を確認することができた。このことによ
り、長寿命化の対象となる市営住宅全てにおいて、耐震診断により耐震性を有している、又は新耐震基準で建設されて
いることとなり、耐震化工事は不要となった。今後、実際に改善事業を実施していくにあたり、工事の手法や予算確保が
課題である。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

計画どおり八幡原住宅の耐震診断を実施しており、成果を挙げていると認められる。引き続き、長寿命化計画に基づきラ
イフサイクルコストの削減を図り、効率的な改善に努めていただきたい。

A:効率的である

耐震性の確認により、今後
の改善工事で、耐震化工事
を要しないことが明確となっ
た。

その他
情報提供の必要性について
検討する。

C:実現の余地
がない

そぐわないと考える。
C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

市営八幡原住宅の耐震診断の実施完了。 市営八幡原住宅において、耐震性を有していることが確認された。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

市営住宅長寿命化計画に基
づき、耐震性について未判
定の市営住宅に対し耐震診
断を実施した。

そぐわないと考える。

A:有効である
耐震性を有していることが確
認された。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

306010101
市営住宅長寿命化事業 市営住宅長寿命化事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 01 7 04 01 04

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 45,521 45,521 44,169

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

（吉井住宅）
・解体工事の実施。
・跡地の境界杭の設置及び側溝管理用地、駐車場用地の分筆・登記。
・跡地の不動産鑑定の実施。
・市営住宅設置条例から吉井住宅を削除。
・側溝管理用地を土木管理課へ、駐車場用地を子育て支援課へ、残りの土地を管財課へ移管。
（国府関住宅）
・跡地利用について企画政策課によりサウンディング調査を実施。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤ 不動産鑑定料 0 730 334
管財課への移管を踏まえ、不動産鑑定を実施
した。

④ 市営国府関住宅解体工事 0 0 0
企画政策課、財政課との協議により、令和２年
度に一部実施予定。

③
市営国府関住宅用途廃止に伴う用地測
量業務委託 0 0 0 令和２年度に実施予定。

②
市営吉井住宅用途廃止に伴う用地測量
業務委託 0 1,660 1,485

境界杭の設置及び側溝用地、駐車場用地の
分筆、登記を実施した。

① 市営吉井住宅用途廃止に伴う解体工事 45,521 43,131 42,350 吉井住宅7棟の解体工事を実施した。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

6,992 6,991 6,721 6,721 6,069 0

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 7,992 10,686 10,558 2,341

0 0 0 0 0

0 0 38,800 38,800

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 038,100 0

0 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 7,992 10,686 10,558 2,341 6,992 6,991 45,521 45,521 44,169

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

市営住宅11住宅、管理戸数759戸のうち、老朽化が激しく、入居率の低い
市営吉井住宅、および、市営国府関住宅について、住宅の集約化を図る
事により、維持管理費の経費削減を図る。

市営吉井住宅、および、市営国府関住宅の入居者に対して、将来的な
市の住宅施策を説明し、個別に意向確認をしながら、他の市営住宅を含
めた別の住宅に転居させる。
市営吉井住宅を解体し、用途廃止する。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・吉井住宅の解体工事、不動産鑑定、条例改正の完了。
・国府関住宅の跡地利用について、関係部署との協議、方針を決定する。
・入居者が居ない為、土地・建物の巡回等、適切な管理。

（吉井住宅）
・解体工事の実施、側溝管理用地の測量、分筆、境界杭の設置。
・設置条例の改正及び不動産鑑定を実施し、用途廃止（移管）。
（国府関住宅）
・跡地利用について、利活用の調査担当課と協議を実施する。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 306010102

市営住宅集約化事業 市営住宅集約化事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 01 7 04 01 04

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・真名住宅2階建入居者の移転戸数
・国府関住宅は、サウンディング調査の結果を踏まえ、売却に向
けて測量や隣接民家への対応を行う。

・市営住宅数及び管理戸数

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・台風被害の大きい真名住宅2階建の入居者16戸の移転完了。
・国府関住宅の測量業務の他、売却のために必要となる解体工
事、分筆作業の実施。

（真名住宅）
・入居者との移転交渉及び移転補償契約の締結。
・移転先市営住宅の修繕。
・移転補償費の支払い。
（国府関住宅）
・測量業務の実施。
・関係課との協議、方針決定。
・隣接民家、借地所有者へ市の方針の説明。
・必要な解体工事、分筆作業の実施。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果
を挙げた（達成
度8割以上）

吉井住宅の用途廃止を完了し、国府関住宅においてもコスト、充分な成果を挙げていると認められるが、国府関住宅に
おいては、跡地利用についてどのような手筈で進めていくかが決定していないことが大きな課題である。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果
を挙げた（達成
度8割以上）

吉井住宅の用途廃止を完了したことからも、成果があったと認められるものである。引き続き、計画的な事業実施により
維持管理費の経費削減に努めていただきたい。

A:効率的であ
る

老朽化し利用率の低い施
設を早急に用途廃止すれ
ば、維持管理に費やす経
費の削減に繋がる。

その他
情報提供する必要性につい
て検討する。

C:実現の余地
がない

そぐわないと考える。
C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・吉井住宅の解体工事、不動産鑑定、条例改正の実施完了。
・国府関住宅の跡地利用について、企画政策課と協議を行い、サ
ウンディング調査を実施した。

・吉井住宅は、必要な事務事業を実施し、跡地を担当課へ移管して用
途廃止が完了した。
・国府関住宅は、サウンディング調査を実施した結果、民間需要があ
ることが分かったが、その手法について協議がまとまっていない。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
総合計画及び公共施設等
総合管理計画に合致する。

そぐわないと考える。

A:有効である
用途廃止すべき市営住宅に
おいて、必要な事務事業を
実施できた。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

306010102
市営住宅集約化事業 市営住宅集約化事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 02 7 03 01 10

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 2,663 2,663 1,946

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

耐震相談会：耐震相談会を7回予定したが災害の関係で4回の実施となった。チラシのデザインを工夫しカラー化、産業まつり（中止）、広報・HPへの
掲載、自治会回覧の併用による周知。回数が減った耐震相談開催委託料を流用し、在庫がなくなった地震防災マップの増刷を行った。
耐震診断費補助：予算件数5件に対し5件上限の交付。
耐震改修費補助：予算件数2件に対し1件の交付。
危険ブロック塀等改修補助金：予算件数5件に対し5件上限の交付。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④ 危険ブロック塀等改善工事費の補助 500 500 421
危険ブロック塀等改善工事費の補助を上限の
5件に交付。次年度も予算上限まで実施した
い。

③ 耐震改修費の補助 1,200 1,200 600
耐震改修費の補助を１件に交付。次年度は周
知を工夫し予算上限まで実施したい。

② 耐震診断費の補助 600 600 600
耐震診断費の補助を上限の5件に交付。次年
度も予算上限まで実施したい。

① 無料耐震相談会の開催 363 363 325
災害により耐震相談会を4回実施、計13組受
付。次年度も継続して行いたい。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

1,683 678 1,042 1,042 718 1,032

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 1,634 1,634 897 1,634

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

381 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

2,625 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 733 733 350 733 781 291 390

2,063 688 1,231 1,231 872 1,212国 補 助 1,966

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 4,333 4,333 2,104 4,333 4,527 1,657 2,663 2,663 1,946

1,966 857 1,966

390 356

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

耐震性の低い木造住宅の耐震性を向上し、住民の生命、財産の保護に
寄与する。

耐震性の低い木造住宅の所有者等に対し耐震相談を行い、耐震診
断、耐震改修にかかる費用の一部を補助する。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

相談会：1回令和元年5月31日（金）、2回令和元年6月23日（日）、3回令和
元年9月27日（金）以上３回開催（各回、耐震診断士2名を派遣）産業まつり：
令和元年11月3日（日）耐震相談ブースを出店、相談会等の周知：広報誌へ
の掲載、HPへの掲載、チラシの毎戸配布、耐震診断補助5件、耐震改修補
助2件の交付

令和元年5月から12月までの期間、耐震診断費補助金、耐震改修費補
助金の受付を行う。その期間中、全３回の無料耐震相談会を行い、相談
会→補助金の申し込みを案内。耐震化率の向上につながる耐震改修工
事を1件でも多くやっていただけるよう啓発を図る。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 306010201

木造住宅耐震化促進事業 木造住宅耐震化促進事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 02 7 03 01 10

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・耐震相談会を7回実施（年間相談組数上限28件）
・産業まつりブース出店
・耐震診断補助金利用者 10件
・耐震改修補助金利用者 5件
・危険ブロック塀等改修補助金利用者10件

市内建築物耐震化率84.80%（令和元年度耐震化率84.38%）

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

相談会：1回令和2年8月23日（日）、2回令和2年9月25日（金）、3回
令和2年10月27日（日）他3回開催（各回、耐震診断士2名を派遣）
産業まつり：令和2年11月3日（火祝）耐震相談ブースを出店、相談
会等の周知：広報誌への掲載、HPへの掲載、チラシの毎戸配布、
耐震診断補助10件、耐震改修補助5件、危険ブロック塀補助金の
交付10件

令和元年5月から12月までの期間、耐震診断費補助金、耐震改修費
補助金の受付を行う。その期間中、全6回の無料耐震相談会を行い、
相談会→補助金の申し込みを案内。耐震化率の向上につながる耐震
改修工事を1件でも多くやっていただけるよう啓発を図る。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

9月の台風による災害後、災害救助法に基づく応急修理などの住宅支援事業を審査指導係で担った結果、耐震相談会
を年4回開催、相談は13組の受付となった。相談組数は平成30年度より15組の減少。耐震改修の入口となる耐震診断費
補助金は、予算上限の5組に交付。耐震改修費補助金は、昨年と同様1組に交付した。危険ブロック塀等改修補助金は、
実施初年度の交付対象件数上限の5件に交付した。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

災害等により計画どおりに取組の実施ができなかったが、新たに危険ブロック塀の工事費補助の取組も実施し、住民の
生命、財産の保護に寄与したと認めることができる。引き続き、計画的な耐震相談会や補助金交付を実施し、市内建築
物の耐震性の向上に努めていただきたい。

A:効率的である

耐震相談→耐震診断→耐
震改修という流れは効率的
であり、耐震啓発という市
民ニーズを満たしている。

A:実現している

広報誌、回覧、情報誌、ホー
ムページによる周知を行い、
市民の目につきやすいとこ
ろで積極的な周知活動を展
開。

A:実現してい
る

窓口では、いつでも補助金
の相談を受付けており、相
談会では参加者アンケート
を実施。施策に意見を取り
入れる機会を設けている。

C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

耐震相談会を4回実施（年間相談件数13件）
耐震診断補助金利用者 5件
耐震改修補助金利用者 1件
危険ブロック塀等改修補助 5件

市内建築物耐震化率84.38%

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

頻発する地震に対する耐震
化率の向上を目指し、行政
が市内建築物の耐震化を支
援する必要性がある。

個人情報を含んでおり、行
政のみでしか実施できな
い。

A:有効である

耐震補助対象建築物の所
有者が高齢化しており、高
額な耐震改修費用の捻出を
補助する制度は他にない。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

306010201
木造住宅耐震化促進事業 木造住宅耐震化促進事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 02 7 04 01 06

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 389 2,505 2,365

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

茂原市空家対策協議会の開催５回
茂原市空家対策計画の策定
空家相談対応１６８件
特定空家等の認定３件

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥ 相続財産管理人選任申立等費用 0 2,008 2,008
所有者不存在の空家に対し、相続財産管理人
を2件申し立てた。今後も継続する。

⑤ 空家等対策計画印刷製本等費用 0 175 175
空家等対策計画の策定に至ったため、取組終
了。

④ 空家所有者への助言・指導 16 16 16
増加し続ける空家の所有者に対し、適正な助
言・指導した。今後も継続する。

③ 空家等対策計画策定業務委託 0 0 0 職員により策定したため、取組終了。

② 緊急安全措置費用 49 33 0
原則空家所有者に対応してもらうことで、緊急安全措置費
用は使用しなかった。所有者が発見できない場合、必要で
あるため、今後も継続する。

① 茂原市空家等対策協議会委員報酬 324 273 166
５回協議会を開催し、各委員からの意見を頂いた。専門家
や市民の意見を頂くためにも今後も継続する。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

0 0 373 2,505 2,365 228

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

228 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 0 0 0 0 0 0 373 2,505 2,365

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、空家等に関する必要な
措置を適切に講ずるよう努めることにより、市民の生活環境の向上と安全
安心な、まちづくりをする。

空家等対策協議会の設置
空家等対策計画の策定及びその推進
特定空家等への法的措置

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

空家等対策に関する施策を総合的かつ計画的に推進していくために、茂原
市空家等対策計画を策定する。また、適切な管理が行われていない空家等
の所有者等に対し、情報提供や助言、法令に基づく措置を強化する。

茂原市空家対策協議会の開催（６月、８月、１０月、１２月、３月）
茂原市空家対策計画の策定（素案作成→パブコメ→策定）
空家相談対応随時
特定空家等の認定随時

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 306010202

空き家等対策事業 空家対策事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 02 7 04 01 06

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・空家対策協議会３回開催
・空家相談件数
・特定空家等認定件数
・情報提供・助言件数

改善件数

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

防災、衛生、景観等、市民の生活環境の保全を図るため、関係各
課との連携及び空家所有者への指導を強化するとともに、空き家
の利活用の促進、助成制度の創設により、適切な管理が行われ
ていない空き家の増加を防ぐ。

実施計画の策定
リフォーム補助の創設
GISによる空家台帳の整備
空家対策協議会の開催

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

空き家に対する苦情・相談は増加傾向にある。その都度、土地家屋所有者に対し、文書等で改善を促しているが、所有
者が所在不明であったり、無反応の場合など改善に時間と多額の費用を要する。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

本事業は、市民の生活環境の向上と安全安心なまちづくりに寄与する事業と認められる。引き続き、関係機関との連携
を図り、適切な管理がされていない空き家の把握し助言・指導を行うとともに、改善が見られない空き家に対して法令に
基づく措置の強化等の対応について検討していくものとする。

D:効率的では
ない

空き家は増加傾向にあるた
め、コストの増大が見込ま
れる。

A:実現している

空家等対策協議会を設置
し、関係団体、自治会と情報
共有している。また、会議内
容をWebページで公開してい
る。

A:実現してい
る

空家に対する意見、相談を
受け付けている。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

相談件数１６８件 改善された１１３件数

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

H27年施行の空き家等対策
の推進に関する特別措置法
により、市が関与する事業で
ある。

地域によっては、自治会と
協働し、空家対策に向けて
取り組んでいる。

B:やや有効で
ある

空き家所有者に対し、指導・
助言等を行い、意図した成
果は概ね得られている。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

306010202
空き家等対策事業 空家対策事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 03 7 04 01 03

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 7,000 7,000 3,700

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

申請者がフラット３５と併用することでの金利優遇措置を行った。（５件中２件）
新築４件、購入０件、増築１件の計５件に対し総額３７０万円の補助金を交付した。
国からの交付金は1,665千円であった。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②

① 住宅取得等の費用補助 7,000 7,000 3,700
内訳は、新築4件、増築1件の計5件（市外からの転入者は
15人）、事業を継続するか検討する必要がある。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

4,075 1,760 3,850 3,850 2,035 3,850

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 5,000 5,000 3,404 5,000

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

7,000 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

1,125 1,440 3,150 3,150 1,665 3,150国 補 助 5,000

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 10,000 10,000 5,800 10,000 5,200 3,200 7,000 7,000 3,700

5,000 2,396 5,000

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

親世帯または子世帯の一方が転入し、三世代（親・子・孫）で同居・近居を
する世帯に住宅取得等の費用の一部を補助することにより、生活基盤の安
定による移住・定住を促進する。また、助成の上乗せ支援による地元企業
の利用促進も図る。

住宅取得等の費用の１／２を助成する。
ただし、助成額の上限は次のとおり。
新築・購入は上限８０万円（市内業者が行う場合は上限１００万円）
増築は上限３０万円（市内業者が行う場合は上限５０万円）

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

移住・定住促進により若年層の転出抑制及び転入促進を図り、更なる人口
増加を目指す。

申請期間：平成３１年４月２日～令和２年２月末
周知方法：広報紙、茂原市Webサイト、東日本旅客鉄道の電車内への広
告掲載、自治会回覧、関係団体・住宅展示場への広告配布 等

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 306010301

三世代同居等支援事業
安全安心な住宅の促進（三世代同居
等支援事業）

総合戦略
整理番号

31101



章 節 項 細 款 項 目 事

3 06 01 03 7 04 01 03

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

支援件数：７件 市外からの転入者数：２１人

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

移住・定住促進により若年層の転入促進を図り、人口増加を目指
す。

申請期間令和２年４月１日～令和３年２月末
周知方法：広報紙、市WEBサイト、東日本旅客鉄道の電車内への広告
掲載、自治会回覧、関係団体、住宅展示場への広告配布等

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

当初予算に対し事業執行率は、５２．９０％であり、移住者も１５人に留まっている。（総合戦略では、年間目標１００人）
新築の場合、当該補助申請から契約を経て、年度内に工事完了することが条件のため、申請期間が限定される。このた
め、年度前半で移住を考えている人は、補助が受けられない。このことが、執行率の低さに起因している。また、その国
費も年度当初は要望額の１/４しか配分されていない。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

移住・定住促進に一定の成果があったものと認められる。より一層、効果的な周知を図ることで支援件数及び移住・定住
人口の増加に努めていただきたい。

C:あまり効率的
ではない

新築は、契約から工事完了ま
で期間を要するため、年度当
初から１１月程度まで申請期間
が限定されてしまう。

A:実現している

広報誌、本市Webサイト、自治
会回覧、関係団体・住宅展示場
への広告の配布を行っている。
また、協定を結んでいる住宅金
融支援機構による広報活動もあ
る。

C:実現の余地
がない

行政のみでしか実施できな
い。

C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

支援件数：５件（内訳：新築４件、増築１件、購入０件） 本事業による市外からの転入者は合計１５人

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

移住・定住を促進すること
で、安定的な税収の確保と
地域活性の一助となってい
る。

行政のみでしか実施できな
い。

A:有効である
補助金の存在により、茂原
市で住宅取得するきっかけ
になる。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

306010301
三世代同居等支援事業

安全安心な住宅の促進（三世代同居
等支援事業）



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 02 01 4 02 01 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 2,167 2,193 1,894

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・「ゴミと資源の分け方・出し方」の収集カレンダーを各世帯に配布しごみの排出方法の徹底に努めた。
・自治会等に「ごみ集積所表示看板」「不法投棄防止警告看板」等を配布した。
・千葉県環境衛生促進協議会（第4支部）への参加。
・不法投棄監視員（20名）による市内パトロールの実施

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④ 不法投棄監視員の配置 893 893 893 概ね達成できた。引き続き実施する。

③ 不法投棄物の回収及び処理 1,033 1,059 796 概ね達成できた。引き続き実施する。

② 千葉県環境衛生促進協議会への参加 50 50 50 概ね達成できた。引き続き実施する。

①
ごみ集積所表示看板及び不法投棄防止
警告看板の配布

191 191 155 概ね達成できた。引き続き実施する。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

1,700 1,628 1,715 1,741 1,450 1,815

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 1,588 1,588 1,381 1,691

7 7 7 0 8

0 0 0 0

8

444 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

2,259 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 444 444 444 444 444 444 444

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 2,039 2,039 1,832 2,142 2,151 2,072 2,167 2,193 1,894

0 0 0

444 444

そ の 他 7 7

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

不法投棄を未然に防止するとともに不法投棄されたごみについては適正に
処理することを目標とする。

・職員及び不法投棄監視委員による随時パトロール
・ごみ集積所表示看板及び不法投棄防止警告看板の配布
・千葉県環境衛生促進協議会への参加

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・ゴミ収集カレンダーを各世帯に配布し、排出方法の徹底に努める。
・「ゴミ集積所表示看板」、「不法投棄防止警告看板」等を配布する。
・千葉県環境衛生促進協議会（第4支部）への参加。
・不法投棄監視員（20名）によるパトロールの実施。

・「ゴミと資源の分け方・出し方」の収集カレンダーの配付（3月）。
・「ごみ集積所表示看板」、「不法投棄防止警告看板」等の配付（通年）。
・千葉県環境衛生促進協議会（第4支部）への参加。
・不法投棄監視員（20名）による市内パトロール（通年）。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 307020101

ごみ排出適正化事業 ごみ排出適正化事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 02 01 4 02 01 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・不法投棄監視員によるパトロールの実施回数
・不法投棄防止警告看板の配布数

・不法投棄監視員からの不法投棄報告件数

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・ごみ収集カレンダーを各世帯に配布し排出方法の徹底に努め
る。
・「ごみ集積所表示看板」「不法投棄防止警告看板」等を配布す
る。
・千葉県環境衛生促進協議会（第4支部）への参加。
・不法投棄監視員（20名）によるパトロールの実施。

・「ゴミと資源の出し方分け方」の収集カレンダーの配付（3月）
・「ゴミ集積所表示看板」「不法投棄防止警告看板」等の配付（通年）
・千葉県環境衛生促進協議会（第4支部）への参加
・不法投棄監視員（20名）による市内パトロール（通年）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

家電等の小規模な不法投棄は依然として散見されるものの大規模な不法投棄は発生していないことから一定の成果を
あげているものと考えている。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

不法投棄監視員からの報告件数の減少は、本事業の成果によるものと認めることができる。引き続き、関係機関との連
携を図ることで不法投棄の未然防止に努めるとともに、市民へ適切なごみ排出方法の徹底を図るものとする。

A:効率的である

不法投棄監視員のパトロー
ルの実施により早期発見早
期対応未然防止に繋がって
いる。

A:実現している
不法投棄監視員と毎月の報
告書の提出により情報共有
している。

A:実現してい
る

市民である不法投棄監視員
と連携し取り組んだ。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・不法投棄監視員によるパトロールの実施回数 1,063回
・不法投棄防止警告看板の配付数 40枚

不法投棄監視員からの報告件数 62件

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
ごみの排出方法の周知徹底
を図るとともに不法投棄の
未然防止に努めた。

市民である不法投棄監視
員と連携し取り組んだ。

A:有効である
不法投棄された家電等は迅
速に回収し適正に処理し
た。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

307020101
ごみ排出適正化事業 ごみ排出適正化事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 02 02 4 02 01 03

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 5,922 5,896 5,178

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・直営による公共施設等の資源ごみ回収を行った。（通年）
・自治会等の資源ごみ回収量に応じて報償金を交付した。（9月、3月）
・リサイクル推進委員会の活動を支援した。
・生ごみ堆肥化容器助成販売と生ごみ処理機購入費補助制度を実施することで生ごみの減量化に努めた。（通年）

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤ 生ごみ処理機の購入費助成 270 270 156 概ね達成できた。引き続き実施する。

④ 生ごみ堆肥化容器の助成販売 426 426 423 概ね達成できた。引き続き実施する。

③ リサイクル推進委員会の活動支援 1,116 1,116 1,116 概ね達成できた。引き続き実施する。

② 資源ゴミ回収報償金の交付 3,036 3,036 2,668 概ね達成できた。引き続き実施する。

① 資源ゴミの回収 1,074 1,048 815 概ね達成できた。引き続き実施する。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

6,049 5,222 5,639 5,613 5,000 5,650

財
源
内
訳 178 283 0 0

一般財源 6,556 6,556 5,686 6,729

288 353 283 223 283

0 0 0 0

283

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

5,933 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 6,909 6,909 5,974 7,082 6,332 5,445 5,922 5,896 5,178

0 0 0

0 0

そ の 他 353 353

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

３Rの推進により循環型社会の形成を目標とする。

・リサイクル推進委員会への活動支援
・市民団体へのリサイクル報奨金の交付によるリサイクルの推進
・生ごみ堆肥化容器の助成販売
・生ごみ処理機の購入費の補助

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・直営による公共施設等の資源ごみの回収
・自治会等の資源ごみ回収量に応じた報償金の交付
・リサイクル推進委員会に助成販売と生ごみ処理機購入費補助制度を実施
し生ごみの減量化に努める。

・公共施設等の資源ごみの回収（通年）
・リサイクル報償金の交付（9月、3月）
・リサイクル推進委員会の運営
・生ごみ堆肥化容器の助成販売と生ごみ処理機購入費補助金の交付
（通年）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 307020201

３Ｒ推進事業 3R推進事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 02 02 4 02 01 03

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・リサイクル報償金の交付件数
・リサイクル推進委員会への助成
・制度の周知件数

・資源ごみ回収量
・生ごみ堆肥化容器の助成販売数
・生ごみ処理機購入費補助件数

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・公共施設等の資源ごみの回収（通年）
・リサイクル報償金の交付（9月、3月）
・リサイクル推進委員会の運営
・生ごみ堆肥化容器の助成販売と生ごみ処理機購入費補助金の
交付（通年）

・直営による公共施設等の資源ごみの回収
・自治会等の資源ごみ回収量に応じた報償金の交付
・リサイクル推進委員会への助成
・生ごみ堆肥化容器の助成販売と生ごみ処理機購入費補助を実施し
生ごみの減量化に努める。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

循環型社会の形成を目指して「3R」の推進に努めるとともにリサイクル推進委員会との連携を通じて地域のリサイクル向
上に努めた。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

各種取組により循環型社会形成に一定の成果が認められる。今後も関係団体との連携を図りながら事業の推進を図る
とともに、より一層の周知に努めることとする。

A:効率的である
生ごみの減量化には生ご
み処理機や堆肥化容器の
活用が有効な手段である。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

広報紙や市ウェブサイト等で
生ごみ処理機や堆肥化容器
の周知を図っているが今後
更なる普及啓発が必要であ
る。

A:実現してい
る

リサイクル推進委員会と連
携しながら取り組んだ。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・リサイクル報奨金の交付件数（255件）
・リサイクル推進委員会への助成（1,116千円）

・資源ごみの回収量（3,311ｔ）前年比△175ｔ
・生ごみ堆肥化容器の助成販売数（58基）前年比△17基
・生ごみ処理機購入費補助件数（10基）前年比+1基

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
市民団体等の理解と協力の
もとリサイクルの推進が図ら
れた。

リサイクル推進委員会と連
携しながら取り組んだ。

B:やや有効で
ある

スーパー等による民間のリ
サイクル回収ルートが普及
したことなどにより収集量が
減少傾向にある。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

307020201
３Ｒ推進事業 3R推進事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 04 01 4 01 06 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 1,017 1,017 965

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・地域の環境美化を推進するため自治会等の地域清掃に対しごみ袋の配付や回収を行った。
・空き地に係る雑草等の除去に関する指導を行った。（指導件数292件）
・地域の環境美化を推進するため自治会等に草刈機の貸し出しを行った。（延べ139件）
・ポイ捨て防止条例に基づく啓発として桜まつりや七夕まつり会場内において啓発物品の配付を行った。
・5月26日にゴミゼロ運動を実施した。（参加者数12,581名、回収量16.44ｔ）

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤ ゴミゼロ運動の実施 627 627 610 概ね達成できた。引き続き実施する。

④ ポイ捨て防止の啓発 67 67 72 概ね達成できた。引き続き啓発を行う。

③ 自治会への草刈機の貸出 162 162 130 概ね達成できた。引き続き貸出しを行う。

② 空き地に係る雑草等の除去に関する指導 9 9 4 概ね達成できた。引き続き指導を行う。

① 地域の環境美化活動の推進 152 152 149 概ね達成できた。引き続き推進を図る。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

990 981 1,017 1,017 966 1,021

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 893 893 884 893

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

1,021 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 893 893 884 893 990 981 1,017 1,017 966

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

きれいで住みよい環境づくりを進めるため、啓発活動を通して、市民の協力
のもと美化活動を推進する。

・地域の環境美化活動の推進
・空き地に係る雑草等の除去に関する条例に基づく指導
・自治会への草刈機の貸出
・ポイ捨て防止条例に基づく啓発
・広報紙、パンフレット等による啓発活動
・ゴミゼロ運動の実施

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・地域の環境美化活動に対しごみ袋の提供や回数うを行う。
・空き地に係る雑草等の除去に関する指導を行う。
・自治会への草刈機の適切な貸し出し。
・ゴミゼロ運動実施（5月27日）

・地域の環境美化活動の推進（通年）
・空き地に係る雑草等の除去に関する指導（通年）
・自治会等への草刈機の貸し出し（通年）
・ポイ捨て防止の啓発（広報5月号、桜まつり、七夕まつり）
・ゴミゼロ運動（5月）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 307040101

美化推進事業 美化推進事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 04 01 4 01 06 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・啓発回数
・ゴミゼロ運動の開催回数
・草刈機貸出台数

・参加者数
・地域清掃等の実施数
・ごみ回収量

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・地域の環境美化活動の推進（通年）
・空き地に係る雑草等の除去に関する指導（通年）
・自治会等への草刈機の貸し出し（通年）
・ポイ捨て防止の啓発（広報5月号、桜まつり、七夕まつり）
・ゴミゼロ運動（5月）

・地域の環境美化活動に対しごみ袋の提供や回収を行う。
・空き地に係る雑草等の除去に関する指導を行う。
・自治会への草刈機の適切な貸し出し。
・ゴミゼロ運動実施（5月31日）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

市民との協働による美化活動の推進という観点からは一定の成果を挙げたと考えている。ポイ捨て防止及び空き地の雑
草除去については引き続き啓発に努める。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

各種取組の実施により美化活動の推進が図られたと認めることができる。引き続き、啓発活動を実施することで市民の
意識向上を図り、ひいては住みよい環境づくりの推進につなげるよう努めていただきたい。

B:やや効率的
である

ポイ捨て防止は行為者の
意識改革が必要であり根気
強く取り組むことが必要で
ある。

A:実現している
ゴミゼロ運動では自治会等
各種団体や参加企業と情報
を共有している。

A:実現してい
る

ゴミゼロ運動には市内全域
で12,581名の参加があった。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・啓発回数 街頭啓発2回
・ゴミゼロ運動の開催回数 1回
・草刈機貸出台数 139回

・参加者数（ゴミゼロ運動市内全域12,581名）前年比+236名
・ごみ回収量（ゴミゼロ運動16.44ｔ）前年比△0.6ｔ
・地域清掃等の実施数（137回）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
市民の協力のもと美化活動
の推進に努めた。

地域清掃時にごみ袋の提
供及び回収を行い市民との
協働による環境美化を図っ
た。

A:有効である

ゴミゼロ運動や自主的な清
掃活動の奨励を図り地域ぐ
るみの美化活動を推進し
た。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

307040101
美化推進事業 美化推進事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 04 01 4 01 05 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 764 764 713

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・豊田川、一宮川沿いの自転車歩行者道路脇の桜の害虫防除を年2回（5月、9月）実施した。
・自治会等への消毒機の貸し出しを行った（通年）

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③ 公共施設の蜂の巣駆除 20 20 0
対象となる案件が無かった。引き続き実施す
る。

② 自治会等への消毒機の貸出 52 52 22 概ね達成できた。引き続き貸出しを行う。

①
自転車歩行者道路（豊田川・一宮川）沿い
の桜の木の害虫駆除

692 692 691 概ね達成できた。引き続き実施する。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

722 699 764 764 713 778

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 722 722 707 722

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

778 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 722 722 707 722 722 699 764 764 713

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

自転車歩行者道路（豊田川、一宮川）沿いの桜の木の害虫駆除、自治会等
への消毒機の貸出や衛生指導を行い、適正な環境づくりを目標とする。

・自転車歩行者道路（豊田川、一宮川）沿いの桜の木の害虫駆除
・自治会等への消毒機の貸出
・公共施設の蜂の巣駆除

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・豊田川、一宮川沿いの自転車歩行者道路脇の桜の害虫駆除を年２回実
施する。
・自治会等へ消毒機の貸し出しを行う。
・公共施設の蜂の巣の駆除を実施する。

・自転車歩行者道路脇の桜の害虫駆除（５月、９月）
・自治会等への消毒機の貸し出し（通年）
・公共施設の蜂の巣の駆除（通年）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 307040102

害虫防除対策事業 害虫防除対策事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 04 01 4 01 05 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・害虫の駆除回数
・消毒機の貸し出し数

・実施箇所数

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・自転車歩行者道路脇の桜の害虫駆除（5月、9月）
・自治会等への消毒機の貸し出し（通年）
・公共施設の蜂の巣の駆除（通年）

・豊田川、一宮川沿いの自転車歩行者道路脇の桜の害虫駆除を年2
回実施する。
・自治会等へ消毒機の貸し出しを行う。
・公共施設の蜂の巣の駆除を実施する。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

害虫の発生を抑制し十分な成果をあげることができた。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

個別取組は害虫駆除に資するものであり、適正な環境づくりに成果があったと認められる。引き続き、効率的な害虫駆除
及び自治会等との連携による事業実施に努めていただきたい。

A:効率的である
害虫駆除は業務委託により
効率的に行われている。

A:実現している
桜の木の害虫駆除について
は自治会回覧により周辺住
民への周知を図った。

C:実現の余地
がない

桜の害虫駆除は特殊作業
のため業者委託しており市
民参加の機会は提供してい
ない。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・害虫の駆除回数（2回）
・消毒機の貸し出し数（延べ41台、6団体）

害虫駆除実施箇所数（酒盛橋から日進橋区間及び大芝地先）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

豊田川、一宮川沿いの桜の
木は観光資源として引き続
き市が管理していく必要が
ある。

自治会等に消毒機の貸し
出しを行うことにより協働に
よる生活環境の保全に努め
た。

A:有効である
害虫の発生を抑制し生活環
境の保全を図る。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

307040102
害虫防除対策事業 害虫防除対策事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 05 01 4 01 07 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 1,026 1,026 961

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・河川水・地下水・工場排水及び土壌分析委託 557,650円
河川水18ヶ所（年1～3回）：3ヶ所でBOD環境基準を充たしていた。
地下水21ヶ所、工場排水4ヶ所：環境基準、排水基準を充たしていた。

・道路交通騒音常時監視測定委託 402,600円 茂原停車場線 区間番号41160（千代田町2丁目）・茂原長生線 区間番号42580（高師台1丁目）
評価区間全体、非近接空間及び近接空間で昼間・夜間ともに環境基準以下。（基準値）昼間70ｄB 夜間65ｄB

（測定値）区間番号41160（千代田町2丁目）昼間62ｄB 夜間55ｄB／区間番号42580（高師台1丁目）昼間65ｄB 夜間61ｄB

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

② 道路騒音常時監視測定の実施 403 403 403 概ね達成できた。引き続き実施する。

① 水質・土壌検査の実施 623 623 558 概ね達成できた。引き続き実施する。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

1,118 913 1,026 1,026 961 1,026

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 1,066 1,011 819 1,066

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

1,026 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 1,066 1,011 819 1,066 1,118 913 1,026 1,026 961

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

水質汚濁、土壌汚染などの公害防止と発生時の迅速な対処ができるよう、
監視機器の整備を図って調査を実施し、また事業者の自主監視を推進する
など監視体制の充実に努めるとともに、自動車交通騒音の常時監視を行う
ことにより地域の騒音曝露状況を把握する。

公共用水域、地下水の水質保全及び土壌汚染防止のため、検査、監視
する。騒音規制法第18条第1項に基づき、茂原市内における主要幹線道
路を対象とし、自動車騒音状況の常時監視を実施する。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

水質検査・土壌検査、自動車騒音の常時監視を実施する。

河川水質検査 7・10・1月
地下水水質検査 11月
工場排水水質検査 1月
道路交通騒音常時監視 10月

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 307050101

環境保全対策事業 環境保全対策事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 07 05 01 4 01 07 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

調査の実施回数等 調査の実施結果

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

水質検査・土壌検査、自動車騒音の常時監視を実施する。

河川水質検査 7・10・1月
地下水水質検査 11月
工場排水水質検査 1月
道路交通騒音常時監視 10月

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

いずれの取組も結果を広報等で周知しており、公害の発生防止と市民の環境保全意識の向上に一定の成果を挙げてい
る。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

予定どおりの検査・測定を実施しており、一定の成果があったと認められる。引き続き、取組を実施することにより、公害
の未然防止を図るとともに、結果を公表することで市民の環境意識向上に努めていただきたい。

A:効率的である

河川水・地下水・工場排水
及び土壌分析委託、道路交
通騒音常時監視測定委託
により効率的に行った。

A:実現している

河川水水質結果について
は、広報及びホームページ
にて周知。道路交通騒音監
視結果はホームページにて
周知。

C:実現の余地
がない

市民等の参加事業ではな
い。

C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

河川水・地下水・工場排水及び土壌分析委託
河川水18ヶ所（年1～3回）、地下水21ヶ所、工場排水4ヶ所

道路交通騒音常時監視測定委託
茂原停車場線 区間番号41160（千代田町2丁目）

区間番号42580（高師台1丁目）

河川水は3ヶ所でBOD環境基準を充たしていた。
地下水、工場排水は基準を充たしていた。
交通騒音は2地点の評価区間全体、非近接空間及び近接空間で昼
間・夜間ともに環境基準以下であった。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

公共用水域、地下水の水質
保全及び土壌汚染防止のた
め検査監視をした。主要幹
線道路を対象とし、自動車
騒音状況の常時監視を実施
した。

市民等の協働事業ではな
い。

A:有効である

河川水水質検査、地下水汚
染の継続監視及び自動車騒
音の常時監視により現状把
握及び公害の未然防止に努
めた。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

307050101
環境保全対策事業 環境保全対策事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 08 02 01 2 01 14 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 3,738 3,738 1,873

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

自治会長連合会総会や出前講座の際に、自主防災組織設立及び防災対策に関する啓発を行った。
新設した自主防災組織に資機材及び戸別受信機を貸与した。また、資機材の保管のための備蓄倉庫設置に対して補助金を交付した。
自主防災組織のリーダー育成のための研修会を開催した。
既存の自主防災組織の資機材整備に対する補助金の交付を行った。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④ リーダー育成研修会 400 400 385
自主防災組織のリーダー育成のための研修
会を実施し、27名が受講した。引き続き地域防
災力の向上を図るため、研修を実施する。

③ 追加資機材購入への補助金 1,980 1,980 1,037
10団体に資機材整備のための補助金を交付
し、3団体に防災備蓄倉庫の補助金を交付し
た。引き続き補助金を交付する。

② 防災資機材及び個別受信機の購入 1,358 1,358 451

新たに設立した1団体に対して、自主防災組織
に必要な資機材を貸与した。また、個別受信
機を5台購入し、新設団体に貸与した。その他
については、故障した場合等に備え保管する。

① 自治会への設立説明 0 0 0
自治会長連合会の総会時や出前講座等にお
いて自主防災組織の啓発を行った。引き続き
周知を図っていく。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

1,990 1,419 1,762 1,762 829 683

財
源
内
訳 219 134 0 0

一般財源 2,650 2,650 1,633 2,650

394 394 456 400 219

0 0 0 0

219

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

817 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 2,650 2,650 1,610 2,650 1,987 0 1,757

0 1,417 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 5,694 5,694 3,637 5,694 4,433 3,236 3,738 3,738 1,873

0 0 0

1,757 825

そ の 他 394 394

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

自主防災組織に支援を行い、地域防災力の向上を図る。
新設自主防災会設立前には説明会を実施し、設立時には資機材を貸与
する。既存自主防災会には、追加資機材の補助を行う。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・自主防災組織カ5団体の新規設立
・活動を行えていない自主防災組織の活性化
・研修会開催による地域のリーダー育成
・自主防災組織連絡会議開催による情報交換

・自治会長連合会総会において、自主防災組織設立案内チラシを配布
（5月）
・既存自主防災組織の資機材整備に対する補助事業（8月～）
・リーダー研修会の開催（１月）
・自主防災組織連絡会議の開催（3月）
・新設した自主防災組織に資機材、戸別受信機を貸与（随時）
・出前講座の実施（随時）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 308020101

自主防災組織支援事業 自主防災組織支援事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 08 02 01 2 01 14 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

資機材・戸別受信機の貸与数
職員の出前講座の実施回数

自主防災組織カバー率

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

新規自主防災組織を3団体設立
研修会開催による地域のリーダー育成
自主防災組織連絡会議開催による情報交換

自治会長連合会総会において、自主防災組織設立案内チラシを配布
既存自主防災組織の資機材整備に対する補助事業（9月～）
リーダー育成研修会の開催（1月）
自主防災組織連絡会議の開催（3月）
設立した自主防災組織に資機材、戸別受信機を貸与（随時）
出前講座の実施（随時）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

新規に1団体の自主防災組織が設立された。また、既存自主防災組織の資機材整備に対する補助金を10団体が活用
し、資機材の整備を行い、資機材の保管場所の備蓄倉庫設置への補助金を3団体が活用したことにより、地域防災力の
向上が図られた。
一方、課題として、自主防災組織の設立や活動については、各自治会等の意欲によるところが大きいため、組織の活性
化を図る方策を検討するものとする。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

自助・共助の重要性が高まる中、自主防災組織の設立及び活動への支援は、地域防災力の向上に成果を挙げていると
認めることができる。引き続き、組織の設立、活性化に資する支援を実施するとともに情報発信の強化等により、市民等
の意欲向上に努めるものとする。

B:やや効率的
である

地域防災力の向上のため、
活動における資機材の貸
与及び資機材購入の補助
を県の補助金を活用してい
る。

A:実現している
自治会長連合会総会時や
ウェブサイトにて情報発信を
行っている。

A:実現してい
る

自主防災組織は、市民自ら
考え設立するものである。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

新規の自主防災組織が1団体設立され、防災資機材、戸別受信
機を貸与した。
また、9団体に対して出前講座を実施し、自主防災組織の啓発を
行った。

自主防災組織のカバー率は、61.95％（令和2年4月1日現在）となり、
昨年度比＋0.92％となった。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
自主防災組織の設立及び活
動の活性化は、地域防災力
の向上に大きく寄与する。

新規自主防災組織の設立
や活動に際し、資機材の貸
与や購入の補助を行ってい
る。また、随時、設立のため
の相談を受けている。

A:有効である

新規自主防災組織の設立
の際に、資機材及び戸別受
信機の貸与を行うことで、活
動を支援する。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

308020101
自主防災組織支援事業 自主防災組織支援事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 08 02 01 3 01 01 07

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 197 197 196

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

避難行動要支援者名簿の定期的（年６回：５月、７月、９月、１１月、１月、３月）な更新を行った。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②

① 避難行動要支援者の情報管理 197 197 196
避難行動要支援者名簿の更新を実施できた。
今後も継続して実施する必要がある。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

195 194 197 197 196 198

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 195 195 194 195

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

198 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 195 195 194 195 195 194 197 197 196

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

茂原市避難行動要支援者避難支援プラン【全体計画】に基づき、避難行動
要支援者の避難支援、安否確認等を実施するための基礎となる避難行動
要支援者名簿を作成する。また、避難支援の実施に必要な限度で名簿を
避難支援等関係者に提供する。避難支援を必要とする者の個別計画を作
成する。

避難行動要支援者名簿を作成するために関係機関から情報収集を行
う。適切な情報管理に努める。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

要配慮者を把握して避難行動要支援者名簿を作成し、定期的に更新する。
避難行動要支援者名簿を避難支援等関係者に適切に提供する。
避難支援登録制度を活用して避難支援を必要する者の個別計画を作成す
る。

避難行動要支援者名簿の定期的（年６回：５月、７月、９月、１１月、１月、
３月）な更新を行う。
避難支援登録制度を活用して個別計画を随時作成する。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 308020102

地域支え合い体制づくり事業 地域支え合い体制づくり事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 08 02 01 3 01 01 07

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・避難行動要支援者名簿の更新回数
・避難支援登録制度の周知

・避難支援登録制度登録者数

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

要配慮者を把握して避難行動要支援者名簿を作成し、定期的に
更新することで災害に備える。
避難行動要支援者名簿を避難支援等関係者に適切に提供する。
避難支援登録制度を活用して避難支援を必要する者の個別計画
を作成する。
システム更新について具体的な検討を行う。

避難行動要支援者名簿の定期的（年６回：５月、７月、９月、１１月、１
月、３月）な更新を行う。
避難支援登録制度を活用して個別計画を随時作成する。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

要配慮者を把握して避難行動要支援者名簿を定期的に更新することで、災害に備えることができた。
今後は、名簿を提供する避難支援等関係者を増やし、避難支援等関係者との連携を進める必要がある。並行して名簿
情報の管理を適切に実施する必要がある。
現在使用している管理システムが旧式であり、効率的なデータ管理ができなくなっていることから、システム更新する必
要がある。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

避難行動要支援者名簿を定期的に更新し、関係者に適切に提供していることから成果を挙げていると認めることはでき
る。より一層支援者名簿登録者の増加に努めるとともに、名簿を提供する避難支援関係者に適切に配布することで、災
害への備えに努めていただきたい。

C:あまり効率的
ではない

住民基本台帳の情報及び
関係各課の保有している情
報を活用することは効率的
であるが、管理システムが
旧式のため効率性が低く
なっている。

A:実現している

避難行動要支援者名簿を避
難支援等関係者に提供する
ことで情報の共有ができる。
個別計画についても同様で
ある。

B:実現に向け
て取り組んで
いる

災害時の地域の支え合い
は、避難支援等関係者との
調整が必要である。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

避難行動要支援者名簿の定期的（年６回：５月、７月、９月、１１
月、１月、３月）な更新を行った。

要配慮者を把握して避難行動要支援者名簿を作成し、災害に備えた。
避難支援等関係者に対して名簿を適切に提供した。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
自治体が関与すべき事業で
あり、総合計画における目
標に合致する。

災害時の地域の支え合い
は、避難支援等関係者との
調整が必要である。

A:有効である

要配慮者を把握して避難行
動要支援者名簿を作成する
ものである。また、類似の目
的を持つ事業はない。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

308020102
地域支え合い体制づくり事業 地域支え合い体制づくり事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 08 02 02 2 01 14 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 83,930 83,930 83,930

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

赤目川B調節池、県営上永吉住宅公園の2箇所を新設したことにより、難聴地区の解消に努めた。
既存のアナログ局17局のデジタル化を実施した。
防災行政無線子局数が158局のうち132局となり、デジタル化率が72.4％から83.5％に上昇した。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②

①
防災行政無線屋外子局のデジタル化及
び新設 83,930 83,930 83,930

計画通り19箇所のデジタル工事を実施した。
今後も計画的に工事を行い、全ての子局のデ
ジタル化を行う。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

1 99 30 30 30 30

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 1 1 99 1

0 0 0 0 0

77,200 77,100 83,900 83,900

0

0 0 0

市 債 77,200 77,200 77,100 77,200 0 083,900 83,900

83,930 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 77,201 77,201 77,199 77,201 77,201 77,199 83,930 83,930 83,930

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

災害発生時における市民への迅速かつ的確な情報伝達手段として整備し
ている防災行政無線屋外子局のデジタル化及び新設を行い、機能向上と
難聴地区の解消を図る。

老朽化している防災行政無線屋外子局のデジタル化への更新、難聴地
区解消のための新設を行う。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・新設及び既存屋外子局のデジタル化を合わせ19局の子局デジタル化を
行う。

既存屋外子局のデジタル化工事及び屋外子局新設
・6月から10月 契約、機材の発注等
・11月 工事開始
・翌年2月 工事完了

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 308020201

防災行政無線施設事業 防災行政無線施設事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 08 02 02 2 01 14 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

既存屋外子局のデジタル化による更新13局 デジタル化率の向上

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

既存屋外子局のデジタル化による更新を13局行う。

既存屋外子局のデジタル工事
8月～10月 契約・機材の発注等
11月 工事着工
令和3年3月 工事完了

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

令和4年11月30日でアナログ放送が使用できなくなるため、令和3年度中に全ての子局のデジタル化を実施する必要が
ある。デジタル化の更新により、施設の老朽化改善や音質の向上が図られた。また、子局の新設により一部難聴地域の
解消が図られた。
しかしながら、難聴地域の解消や近年の住宅の遮音性の向上による情報伝達方法に課題があり、安全安心メールや
YAHOO防災メール等を活用するなどの、周知が必要となってくる。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

計画的且つ適切な事業実施が行われている。難聴地域の解消に努めるとともに、有効な情報伝達方法の活用につい
て、更なる周知を図るものとする。

C:あまり効率的
ではない

デジタル化による工事費が
かかるうえ、子局の増設に
より維持管理が増加する。
また、台風後に修繕等が必
要となってくる。

A:実現している
防災行政無線デジタル化工
事に関係する自治会に自治
会回覧を行っている。

A:実現してい
る

住民からの要望により、ス
ピーカーの角度の調整等を
実施している。

C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

既存屋外子局のデジタル化の更新17局の実施及び難聴地域へ
の屋外子局の新設2局を計画通り実施した。

防災行政無線デジタル化局数の増加により、デジタル化率83.5％（158
局中132局）に上昇した。
また、新たに2局新設したことにより、難聴地域の一部が解消された。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
防災行政無線の整備は、市
しか関与できないものであ
る。

デジタル化工事について
は、市と事業者との契約の
ため、協働の余地はない。

A:有効である

防災行政無線は、防災情報
等の伝達に有効な施設であ
り、新設により、難聴地域対
策も行っている。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

308020201
防災行政無線施設事業 防災行政無線施設事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 08 02 02 2 01 14 03

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 17,333 20,600 14,370

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

備蓄用不織布毛布及び災害時支援用バンダナの購入、配備
消費期限を迎える備蓄食料等の更新
防災気象情報システム委託
防災メールの配信
地域防災訓練の実施
避難所標識看板の改修

⑩

⑨

⑧ 防災マップの更新 4,860 4,860 0 次年度へ繰越し

⑦ 避難所看板の改修 2,430 2,430 2,308
指定避難所標識看板改修を20箇所行い、全て
の改修が終了した。

⑥ 国民保護計画の改定 216 286 286 国民保護計画の印刷製本をを200部行った。

⑤ 地域防災計画の改定 687 617 0 災害の影響により、次年度に改定を行う。

④ 災害気象情報システムの運用 3,867 3,867 3,867
防災気象情報を取得し、災害等への対応を
行った。今後もより精度の高い情報の取得に
努める。

③ もばら安全安心メール配信 342 342 340
台風等の災害情報の提供を行った。引き続き
随時情報の提供に努めていく。

② 地域防災訓練の実施 20 20 2 地域防災訓練を豊岡地区において実施した。

① 防災備蓄品の整備 4,911 8,178 7,567
備蓄食料等の更新を行った。今後も計画的に
更新を行った。また、災害時支援用バンダナを
作成、購入した。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

10,439 10,161 15,613 18,880 12,818 7,114

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 10,157 10,157 9,868 11,138

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

7,114 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 2,218 2,218 2,159 1,044 2,518 2,510 1,720

1,688 1,671 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 12,375 12,375 12,027 12,182 14,645 14,342 17,333 20,600 14,370

0 0 0

1,720 1,552

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

市民の被災の予防や被害の軽減を図る。
地域防災訓練の実施、防災気象情報システムの運用、災害備蓄品の整
備、各種計画の策定、改定などの災害対策事業を行い、被害の軽減を
図る。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・災害対策本部の機能を強化し災害対応力の向上を図る。
・防災マップ、洪水ハザードマップを統合し、住民に対してわかりやすい情報
提供を行う。
・看板改修や避難支援用具の作成により避難環境の整備を行う。
・住民参加型の地域防災訓練を実施し、地域住民の災害に対する意識の
高揚や行動力の向上を図る。

・防災マップ、洪水ハザードマップの統合（8月～3月）
・避難環境の整備（看板改修、避難支援用具作成）（8月～3月）
・備蓄食料の更新（8月～11月）
・地域防災訓練（豊岡地区）の開催（9月）
・防災メール、自動電話サービスの加入促進（常時）
・気象情報システムの運用（常時）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 308020202

災害非常用対策事業 災害非常用対策事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 08 02 02 2 01 14 03

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

洪水ハザードマップの更新及び市民への配布
避難環境の整備
備蓄食料の更新
住民参加型地域防災訓練の実施（高師地区）
もばら安全安心メール、YAHOO防災速報の加入促進

備蓄食料の備蓄率
地域防災訓練の開催及び参加者数
もばら安全安心メール、YAHOO防災速報の加入者数

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

災害対策本部の機能を強化し、災害対応力の向上を図る。
洪水ハザードマップを改訂し、市民に対してわかりやすい情報提
供を行う。
住民参加型の地域防災訓練を実施し、地域住民の災害に対する
意識の高揚や行動力の向上を図る。

洪水ハザードマップの改訂および配布（5月）
備蓄食料の更新（9月～12月）
地域防災訓練（高師地区）の実施（3月）
もばら安全安心メール、YAHOO防災速報の加入促進（常時）
気象情報システムの運用（常時）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

備蓄食料の更新等、当初の計画通り実施した。また、災害時にも緊急的に備蓄品の購入も行った。
地域防災訓練については、当初の計画通り豊岡地区2会場で実施し、地域住民の災害に対する意識や行動力の向上を
図ることができた。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

備蓄品の管理及び更新等、計画的に実施ており、地域防災訓練等についても概ね計画どおり実施している。引き続き、
市民の被災の予防や被害の軽減に努めるとともに、より一層の防災教育の推進のため関係機関との連携強化に努めて
いただきたい

B:やや効率的
である

備蓄率の向上とともに、更
新等の経費が増大する。ま
た、保管場所の問題も発生
する。

A:実現している
ウェブサイトでの掲載を行っ
ている。

A:実現してい
る

防災訓練等は、事前に自治
会等と協議を行い実施して
いる。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

備蓄食料の更新（13,380食）及び粉ミルク新規購入
地域防災訓練の実施（豊岡地区）
もばら安全安心メール、自動電話サービス加入促進について広報
等にて周知

食料備蓄率約60.7％（人口の15％が避難し、1日2食3日分で計算した
場合）
地域防災訓練の参加者数313人
もばら安全安心メール加入者数5,068人
自動電話サービス加入者数89人

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
災害対策や備蓄品の整備
は市の責務である。

地域防災訓練等において、
自治会や自主防災組織等、
地域の関連団体と連携して
取り組んでいる。

A:有効である
備蓄品の管理や本部体制
の整備は災害対策上必要で
ある。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

308020202
災害非常用対策事業 災害非常用対策事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 09 01 01 2 01 13 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 2,728 2,728 2,695

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・防犯パトロールの実施（市防犯組合、自主防犯団体、市職員、防犯ボックス勤務員）
・関係団体（茂原警察署、茂原警察署管内防犯組合連合会、茂原市防犯組合）との連携と助成
・「電話ｄｅ詐欺」防止街頭啓発（モバりん参加）
・パトロール用資材・装備品の配布

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③ 防犯活動団体への補助金・負担金交付 1,989 1,989 1,989
２団体に対して助成金を交付した。助成の継
続が必要である。

② 防犯パトロール活動 333 333 324
市職員、防犯ボックス勤務員による防犯パト
ロールを行った。

① 自主防犯団体活動支援 406 406 382
自主防犯団体の活動に寄与した。支援の継続
が必要である。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

4,514 4,387 2,603 2,603 2,570 2,773

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 4,179 4,179 3,890 4,428

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

125 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

2,898 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 150 250 246 125

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 4,179 4,179 3,890 4,578 4,764 4,633 2,728 2,728 2,695

0 0 0

125 125

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

市民が安心して暮らせるよう、各防犯団体と協力し、犯罪の防止と市民の
防犯意識の高揚を図る。

防犯パトロール活動の実施
防犯関係団体への活動支援

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・年間を通じた防犯パトロール。
・関係団体との連携と助成。
・広報啓発活動。

・年間を通じた防犯パトロール

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 309010101

防犯対策事業 防犯対策事業
総合戦略
整理番号

42103



章 節 項 細 款 項 目 事

3 09 01 01 2 01 13 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・防犯関係団体との連携と助成の実施回数
・防犯パトロールの実施回数
（市防犯組合、自主防犯団体、防犯ボックス勤務員、市職員等）

・「電話ｄｅ詐欺」防止街頭啓発（モバりん）等の広報啓発活動数
・茂原警察署管内暴力団排除対策協議会への参加回数

・犯罪認知件数の減少

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・年間を通じた防犯パトロールの実施。
・関係団体との連携と適正な助成の実施。
・広報啓発活動。

・年間を通じた防犯パトロール

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

犯罪認知件数が減少し、十分な成果を挙げることができた。
課題として、市内各地域の犯罪をなくすため、地域住民が一体となった防犯体制の整備や環境づくりを、より一層すすめ
る必要がある。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

犯罪認知件数の減少は、防犯対策事業を実施した成果であり、市民の防犯意識の高揚にも寄与したと認められるもので
ある。今後もより一層、関係団体との連携を強化するとともに犯罪撲滅に向けて努めるものとする。

A:効率的である
引き続き、犯罪を地域から
なくす環境づくりを進める必
要がある。

A:実現している
関係団体との連携や助成、
広報啓発活動を行った。

A:実現してい
る

自主防犯組織への助成等、
関係団体との連携を通じて
取り組みを行った。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況
・自主防犯組織の助成（傷害保険1,026人：138,000円）・防犯パト
ロール（市防犯組合：10団体のべ135回、自主防犯団体35団体
4,323回）・関係団体への助成（茂原警察署管内防犯組合連合会
1,779,000円、茂原市防犯組合210,000円）・「電話ｄｅ詐欺」防止街
頭啓発（モバりん参加 アスモ等7回）・パトロール用資材・装備品
の配布（防犯ベスト、ヘッドライト、帽子、腕章：249,750円：内県補
助124,875円）

犯罪認知件数の減少 489件（前年比-184件）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
安全安心なまちづくりの実現
に向けた取り組みを行った。

関係団体との連携を通じ
て、取り組みを行った。

A:有効である
犯罪認知件数が、減少傾向
であるため。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

309010101
防犯対策事業 防犯対策事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 09 01 01 2 01 13 05

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 9,799 9,932 9,828

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

363日開所（1/1～1/3は閉鎖）
防犯組合との合同パトロール、自主防犯団体に対する指導助言、街頭監視活動、見守り活動、警察署への引継、教育機関への広報活動を実施
東郷小学校区青少年育成会議にて防犯講話の実施
令和元年10月の災害時における空巣被害対策用啓発物の配布及び被害ゴミ置き場の警戒活動、行方不明者の捜索活動を実施

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

② 防犯啓発活動 85 85 74
防犯組合との合同パトロールや、自主防犯団
体に指導助言を行った。「防犯ボックスだより」
を作成し市民に周知した。

① 防犯ボックス運営 9,714 9,847 9,754 県補助金を活用し、適正な運営を行った

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

4,639 3,668 3,799 3,932 3,828 3,769

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 231 231 134 3,631

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

6,000 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

9,769 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 2,489 2,489 2,406 6,000 6,000 6,000 6,000

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 2,720 2,720 2,540 9,631 10,639 9,668 9,799 9,932 9,828

0 0 0

6,000 6,000

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

生活の安全を確保し、住民が安心して暮らせる社会をめざし、防犯ボックス
を核に警察官ＯＢを非常勤職員として採用し巡回パトロールや、犯罪多発
地域の重点警戒、市民への啓発活動等を実施することで、自分たちの地域
は自分たちで守るという地域住民の防犯に対する意識の醸成を図る。

平成27年中の人口千人当たりの刑法犯認知件数について、本市は千葉
県内ワースト3位（12.6件／千人）となっていることから、地域の自主的な
防犯力向上のために日常的に助言を行える体制の確保や防犯関係団
体と連携したパトロールを実施する。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・防犯ボックス事業の調整・協議
・年間を通じた合同パトロールの実施、見守り、街頭監視
・広報啓発活動
・防犯関係団体との連携

・年間を通じた合同パトロールの実施、見守り、街頭監視
・広報啓発活動
・防犯関係団体との連携

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 309010102

防犯ボックス事業 防犯ボックス事業
総合戦略
整理番号

42103



章 節 項 細 款 項 目 事

3 09 01 01 2 01 13 05

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・防犯ボックスの開所日数
・防犯関係団体との連携した合同パトロール、見守り活動、街頭監
視活動の実施回数
・防犯関係団体に対する指導・助言回数

・犯罪認知件数の減少

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・県との防犯ボックス事業の調整・協議を実施し連携を図る
・年間を通じた合同パトロールの実施、見守り活動及び街頭監視
活動の実施
・広報啓発活動による市民への周知を図る
・防犯関係団体との連携による防犯力向上を図る

・県との防犯ボックス事業の調整・協議（随時）
・年間を通じた合同パトロール、見守り活動、街頭監視活動の実施
・広報啓発活動（随時）
・防犯関係団体との連携（随時）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

防犯組合との合同パトロールや自主防犯団体に対する指導助言、防犯講話の実施や災害時における空巣被害対策用
啓発物の配布及び被害ゴミ置き場の警戒活動、行方不明者の捜索活動を行い、十分な成果を挙げることができたと捉え
ている。
課題として、県からの補助金が５年間しかないので、今後の継続を検討する必要がある。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

防犯ボックス事業により犯罪認知件数の減少に寄与したと認めることができる。引き続き、防犯ボックス、防犯関係団体
との連携を強化するとともに、地域住民の防犯に対する意識高揚に努めることとする。

A:効率的である

市内全域のパトロール、街
頭監視活動や見守り活動、
並びに合同パトロールや指
導助言を行った。

A:実現している
「防犯ボックスだより」を作成
し、自治会回覧にて市民に
犯罪情報等を周知した。

A:実現してい
る

防犯組合との合同パトロー
ルや、自主防犯団体に対す
る指導助言をした。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

363日開所（1/1～1/3は閉鎖）
防犯組合との合同パトロール（27回）、自主防犯団体に対する指
導助言（24回）、街頭監視活動（1,185回）、見守り活動（683回）、
警察署への引継（4回）、教育機関への広報活動（716回）

犯罪認知件数の減少 489件（前年比-184件）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

B:ほぼ妥当で
ある

年間を通じて勤務員による
市内全域のパトロール、街
頭監視活動や見守り活動、
並びに合同パトロールや指
導助言を行った。

防犯組合との合同パトロー
ルや、自主防犯団体に対す
る指導助言をした。

A:有効である

防犯講話の実施や、災害時
における空巣被害対策用啓
発物の配布及び被害ゴミ置
き場の警戒活動、行方不明
者の捜索活動を行った。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

309010102
防犯ボックス事業 防犯ボックス事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 09 01 02 2 01 13 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 34,607 34,607 34,300

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・防犯灯の設置、移管、維持管理
・自治会所有防犯灯への維持管理の助成
・防犯カメラの維持管理・新設

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③ 自治会所有の防犯灯への維持管理補助 1,920 1,899 1,738
６７自治会に、適切に補助金を交付した。引き
続き補助する。

② 防犯カメラの設置・維持管理 2,493 2,597 2,567
４台を新規設置した。適切な維持管理に努め
る。

① 防犯灯の設置・維持管理 30,194 30,111 29,995
３０灯の新規設置を行い、既存箇所の継続管
理を行った。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

36,879 34,096 33,807 33,807 33,500 32,275

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 29,784 32,518 31,377 29,735

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

32,275 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 174 1,679 1,679 0 0 2,000 800

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 29,958 34,197 33,056 29,735 36,879 36,096 34,607 34,607 34,300

0 0 0

800 800

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

市民が安全で安心して暮らせるよう市内に防犯設備の設置及び維持管理
を行う。

防犯灯の設置、維持管理
防犯カメラの設置、維持管理
自治会所有の防犯灯への維持管理補助
青パトドライブレコーダーの設置、維持管理

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・犯罪認知件数の減少
・防犯灯、防犯カメラの維持管理・設置・移管
・自治会への防犯灯維持管理費の助成

・防犯灯の維持管理・設置・移管
・防犯カメラの設置
・自治会への防犯灯維持管理費の助成

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 309010201

防犯設備設置・管理費 防犯設備設置・管理費
総合戦略
整理番号

42103



章 節 項 細 款 項 目 事

3 09 01 02 2 01 13 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・防犯灯の維持管理・設置・移管
・自治会への防犯灯維持管理費の助成
・防犯カメラの維持管理

・犯罪認知件数の減少

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・犯罪認知件数の減少
・防犯灯、防犯カメラの維持管理・設置・移管
・自治会への防犯灯維持管理費の助成

・防犯灯の維持管理・設置・移管
・防犯カメラの設置
・自治会への防犯灯維持管理費の助成

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

犯罪認知件数が減少したため、十分な成果を挙げることができたと捉えている。
課題として、市でリース契約をしている防犯灯については、適切な更新の実施、維持管理していく必要がある。また自治
会が所有している防犯灯、商店街が所有している街路灯については、近年、解散などで維持管理が困難なものが増加し
ており、防犯灯については移管、街路灯については、防犯上空白地帯とならない様、新設等の対策が必要となる。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

各種防犯設備設置の取組の実施は、犯罪認知件数の減少に寄与したものと認められるものである。引き続き、近年の社
会情勢を踏まえた設置・管理及び移管について努めることとする。

B:やや効率的
である

引き続き犯罪を地域からな
くす環境づくりを進める必要
がある。

A:実現している

維持管理費の助成について
は自治会に、防犯カメラの設
置については、防犯組合及
び広報にて市民に周知し
た。

A:実現してい
る

防犯灯の設置や自治会の
防犯灯管理費の助成等の
取り組みを行った。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・防犯灯の維持管理数（8,333灯）・防犯灯の設置数（30灯）、自治
会から市への移管数：114灯、事業者：7灯・自治会への防犯灯維
持管理費の助成（67自治会・1,050灯・1,738,094円）・防犯カメラの
維持管理数（48台）

犯罪認知件数の減少 489件（前年比-184件）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

防犯灯の維持・設置・維持
管理費の助成、防犯カメラ
の設置等、安全安心なまち
づくりの実現に向けた取り組
みを行った。

防犯灯の設置や自治会へ
の助成等を通じて取り組み
を行った。

A:有効である
犯罪認知件数の減少等、取
り組みの成果を得た。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

309010201
防犯設備設置・管理費 防犯設備設置・管理費



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 01 2 01 12 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 961 961 780

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・四季の交通安全運動、シートベルト・チャイルドシート着用等の街頭啓発、広報活動。
・交通安全関係団体（茂原警察署、茂原交通安全協会茂原支部、茂原市交通安全母の会、茂原地区安全運転管理者協議会、茂原地域交通安全活
動推進委員協議会）との連携と助成。
・交通安全ポスター展の開催。【交通安全フェア☆もばら（茂原市交通安全推進市民大会）については、感染症予防対策により中止とした。】

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②
交通安全活動団体等への補助金・負担金
交付

556 556 555
各団体等へ補助金を交付し、当初の予定通り
達成できた。引き続き支援する。

① 交通安全啓発活動 405 405 225
四季の交通安全運動を始めとする広報活動を
実施。引き続き活動を推進する。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

961 913 961 961 780 926

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 970 970 916 970

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

926 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 970 970 916 970 961 913 961 961 780

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

警察や交通安全活動団体と連携し、市民に対して交通安全に関する知識
の普及と交通安全思想の高揚を図る。

交通安全運動啓発
各世代における交通安全教室等の安全教育の実施
交通安全推進市民大会の開催

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

交通事故発生件数の減少

・四季の交通安全運動、シートベルト・チャイルドシート着用等の街頭啓
発、広報活動。
・交通安全関係団体（茂原警察署、茂原交通安全協会茂原支部、茂原市
交通安全母の会、茂原地区安全運転管理者協議会、茂原地域交通安全
活動推進委員協議会）との連携と助成。
・交通安全フェア☆もばら（茂原市交通安全推進市民大会）、交通安全ポ
スター展の開催

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 310010101

交通安全対策事業 交通安全対策事業
総合戦略
整理番号

42104



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 01 2 01 12 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・四季の交通安全運動等の街頭啓発回数
・関係団体と連携した交通安全教室等の実施回数

市内交通事故発生件数の減少

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

交通事故発生件数の減少

・四季の交通安全運動、シートベルト・チャイルドシート着用等の街頭
啓発(毎月１０日)、広報活動（随時）
・交通安全関係団体（茂原警察署、茂原交通安全協会茂原支部、茂
原地区安全運転管理者協議会、茂原地域交通安全活動推進委員協
議会）との連携と助成（随時）
・交通安全フェア☆もばら（茂原市交通安全推進市民大会）の開催（2
月）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

交通事故発生件数は減少傾向にあり、本事業によるものと考え、十分な成果を挙げたものと考えている。引き続き、交通
安全対策の推進に努める。
課題として、茂原市交通安全母の会が令和２年３月末日をもって解散するため、母の会主催行事（新入学児童への反射
ランドセルステッカー配布及び交通安全フェア☆もばら）の開催方法、規模、内容を検討する必要がある。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

本事業の実施により交通事故発生件数の減少に寄与したと認めることができる。今後も関係団体との連携して事業を実
施し、更なる交通事故発生件数の減少に努めていただきたい。
交通安全推進市民大会は連携した啓発活動の一つであるため、開催方法等を十分検討いただきたい。

A:効率的である

効率的であるが、高齢者の
運転免許自主返納対策や
自転車保険加入促進等の
交通安全対策の推進が必
要である。

A:実現している
街頭啓発、広報誌、市ウェブ
サイトにて周知を行った。

A:実現してい
る

街頭啓発を関係団体と連携
して行った。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・四季の交通安全運動等の街頭啓発（6回）
・関係団体への助成（556千円）

・茂原警察署管内と市内の交通事故発生件数
茂原警察署管内：交通事故発生件数 411件 死亡者数 8人
茂原市内：交通事故発生件数 280件 死亡者数 3人

・高齢者に関する交通事故発生件数
茂原警察署管内：172件

・自転車に関する交通事故発生件数
茂原警察署管内：83件

・交通安全推進市民大会の参加者数 0人（感染症予防対策により中
止）

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
交通安全運動等の街頭啓
発を行い、交通安全対策を
推進した。

街頭啓発、交通安全運動へ
の協力を、関係団体と連携
を通じて行った。

A:有効である
交通事故発生件数が減少し
た。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

310010101
交通安全対策事業 交通安全対策事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 02 7 01 04 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 93,000 110,399 49,108

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

２－１８・・・工事延長Ｌ＝１７７．６ｍ（契約繰越） Ｒ１年度完成。
１－９・・・交差点改良工事（契約繰越） Ｒ１年度完成。
３－２０７６・・・用地測量A=2.44ha、用地買収
２－２１・・・工事延長Ｌ＝１７３．３ｍ（完了） Ｌ＝１７２．０ｍ（契約繰越） 一部工事費を繰越明許した。
１－１７・・・現地測量A=1.0ha 用地測量A=0.5ha
法定外・・・用地測量（登記申請資料作成）

⑩

⑨

⑧

⑦
交通安全施設等整備工事（東郷／法定外
道路）

0 209 209
予定箇所の用地測量は完了した。
R1完成。

⑥
交通安全施設等整備工事（本納／市道１
級１７号線）

0 2,640 2,640
予定箇所の用地測量は完了した。
今後も継続して事業を進める。

⑤
交通安全施設等整備工事（立木／市道２
級１０号線）

0 0 0

④
交通安全施設等整備工事（国府関／市道
２級２１号線）

0 76,620 31,309
一部工事費を繰越明許した。
今後も継続して事業を進める。

③
交通安全施設等整備工事（本納／市道３
級２０７６号線）

80,000 12,929 12,876
予定箇所の用地買収等は完了した。
今後も継続して事業を進める。

②
交通安全施設等整備工事（大芝／市道１
級９号線）

1,000 2,161 2,074
予定箇所の整備は完了した。
R1完成。

①
交通安全施設等整備工事（長谷／市道２
級１８号線）

12,000 15,840 0
工事費を契約繰越した。
R2年度完成。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

25,261 5,174 5,949 23,348 6,203 7,600

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 11,854 9 58,938 2,000

0 20,000 0 59,682 0

82,100 24,300 43,300 43,300

0

0 0 0

市 債 93,100 93,100 10,900 17,800 0 020,000 68,300

147,000 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

44,841 29,792 43,751 43,751 22,905 71,100国 補 助 41,123

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 146,077 134,232 84,743 59,000 152,202 118,948 93,000 110,399 49,108

41,123 14,905 19,200

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

歩行者の安全を確保するために、通学路を中心とした歩道の整備等を推進
する。

歩道の工事等を実施する。

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

２－２１・・・前年度に引続き工事を実施する。
１－９・・・県との調整を行い早期完成を目指す。
２－１８・・・前年度に引続き工事を実施する。（Ｒ１完成予定）

２－２１・・・上半期に工事を発注する。
１－９・・・県主体で工事を実施しているため、地元調整をする。
２－１８・・・上半期に県と交差点協議を行い、下半期に工事を発注する。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 310010201

交通安全施設等整備事業 交通安全施設整備事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 02 7 01 04 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

歩道整備延長距離 整備率

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

２－１８・・・前年度に繰越した工事を実施する。（Ｒ2完成予定）
２－２１・・・前年度に引続き工事を実施する。
１－１７・・・路線測量、道路詳細設計、建物調査を実施する。
１－１６・・・不動産鑑定評価、用地測量、用地買収、工事を実施する。
３－２０７６・・・用地測量を実施する。
２－３４・・・工事を実施する。（R2完成予定）

２－１８・・・上半期に工事を完成する。
２－２１・・・上半期に工事を発注する。
１－１７・・・上半期に委託を発注する。
１－１６・・・上半期に委託、工事を発注する。
３－２０７６・・・上半期に委託を発注する。
２－３４・・・上半期に工事を発注する。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

自転車・歩行者の安全確保に関して概ね十分な成果をあげている。
２－２１他１路線について繰越した。
未整備路線が多数あるので、事業拡大の必要がある。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

歩道の整備実施により、歩行者の安全確保に一定の成果があったと認められる。引き続き、地域住民及び関係者の意
見調整を図るとともに、計画的な整備実施に努めていただきたい。

B:やや効率的
である

整備延長が長く、単年度で
の完了は難しいため、現状
維持が効果的である。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

自治会回覧を行っている。
B:実現に向け
て取り組んで
いる

地元自治会や関係者の意
見(要望）に応えている。

B:実現に向け
て取り組んでい
る

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

歩道整備延長距離 201m
整備率
59.6km／124Km 48.1%

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

茂原市が関与すべき事業で
あり、道路利用者が安全・安
心に利用できるような整備を
行っている。また、市民から
の要望も多い。

地元自治会や関係者の意
見(要望）に応えている。

A:有効である
整備済箇所は歩道として供
用出来るため、通行者の安
全が図れた。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

310010201
交通安全施設等整備事業 交通安全施設整備事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 02 7 01 04 01

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 12,382 14,448 6,633

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・交通安全施設の補修 ７ 箇所
・区画線設置(補修)延長 L=5,700m

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

② 交通安全施設の整備 1,277 1,343 1,334
当初予定していた補修箇所については、概ね実施
出来た。継続的に交通安全施設の整備・管理を実
施していく。

① 区画線の補修 11,105 13,105 5,299
工事１件を繰り越したが、その他については概ね予
定通り実施出来た。引続き補修を実施していく。

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

17,079 16,677 12,382 14,573 6,633 6,880

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 3,066 17,380 17,034 3,066 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

6,880 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 3,066 17,380 17,034 3,066 17,079 16,677 12,382 14,573 6,633

0 0 0

0 0

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

交通事故防止のため、区画線やカーブミラー等の交通安全施設の整備補
修を行う

通学路を中心とした学童の安全と、歩行者や自動車が安全に通行できる
ように区画線の設置や引き直しを実施する

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

交通安全施設の整備補修を行う。 地元要望箇所の整備を中心に、限られた予算で安全施設の整備を行う。

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 310010202

交通安全施設管理費 交通安全施設管理費
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 02 7 01 04 01

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・交通安全施設の補修箇所数
・区画線設置(補修)延長 L=10,000m

・交通安全施設の補修が完了した箇所数
・区画線設置(補修)延長 L=5,700m
･整備率＝95.0%

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

交通安全施設の整備補修を行う。
地元要望箇所の整備を中心に、限られた予算で安全施設の整備を行
う。

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

当該年度の執行は概ね予定通りであったが、交通安全施設の整備補修箇所が多数残っている。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

概ね予定どおり事業実施していることから、一定の成果が挙がったものと認められるものである。引き続き、交通事故防
止のために効率的、計画的な事業の実施に努めていただきたい。

B:やや効率的
である

交通安全施設の補修が一
部にとどまったため。

C:実現の余地
がない

交通安全施設の整備工事で
あり、取り組む余地がない。

C:実現の余地
がない

交通安全施設の整備工事で
あり、取り組む余地がない。

C:実現の余地
がない

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・交通安全施設の補修 7箇所
・区画線設置(補修)延長 L=5,700m

・交通安全施設の補修完了 7箇所
・区画線設置(補修)延長 L=5,700m

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

市が設置している交通安全
施設については市が主体的
に整備補修する必要があ
る。

交通安全施設の整備工事
であり、取り組む余地がな
い。

A:有効である
交通安全施設の整備補修に
より交通事故防止に寄与し
た。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

310010202
交通安全施設管理費 交通安全施設管理費



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 05 2 01 12 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 880 880 837

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・放置自転車クリーンキャンペーン等の広報啓発活動
・駅前放置自転車整理委託（公益社団法人茂原市シルバー人材センター）

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③
放置自転車等対策委員への報酬、団体
への負担金交付

58 58 36
自転車等駐車対策協議会を開催した。今後も
必要に応じて開催する。

② 放置自転車等整理業務委託 683 683 683 概ね達成できた。今後も引き続き実施する。

① 放置自転車等防止啓発 139 139 118
市内高等学校での啓発活動は悪天候のため
中止となったが、市営自転車駐車場で啓発活
動を実施した。今後も引き続き実施する。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

0 0 660 660 665 674

財
源
内
訳 172 220 0 0

一般財源 0 0 0 0

720 863 843 756 220

0 0 0 0

220

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

894 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 851 851 720 863 843 756 880 880 837

0 0 0

0 0

そ の 他 851 851

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

放置自転車等による歩行者等の通行障害等を防止し、良好な都市景観と
交通環境の確保を図る。

放置自転車防止啓発活動
駅前放置自転車等の整理

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・放置自転車の減少
・定期的な放置自転車の撤去
・年間を通じた広報啓発活動
・市内高等学校での啓発活動（放置自転車クリーンキャンペーン）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 310010501

放置自転車等対策事業 放置自転車等対策事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 05 2 01 12 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・放置自転車の撤去台数
・啓発活動数

・放置自転車の減少率

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・放置自転車の減少
・定期的な放置自転車の撤去
・年間を通じた広報啓発活動
・市内高等学校等での啓発活動（放置自転車クリーンキャンペーン）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

良好な都市景観及び交通環境の確保に努めた。引き続き、放置自転車の減少に努める。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

本事業は、歩行者等の通行障害等の防止に一定の成果をあったと認めるられる。今後も良好な都市環境と交通環境の
ため、より一層効果的な啓発活動等を実施することで放置自転車の減少に努めていただきたい。

A:効率的である
放置自転車の状況により、
見直しを行っている。

A:実現している

放置車両の所有者に対する
引取通知。禁止区域標識や
広報による周知。駅前放置
自転車クリーンキャンペーン
での啓発活動の実施。

A:実現してい
る

自転車等駐車対策協議会を
開催した。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・放置自転車の撤去台数 242台
・啓発活動数 57回

放置自転車の台数は昨年度より56台増
※令和元年度より撤去台数に本納臨時駐車場内の放置車両(56台）を
含めている。当該車両分を除くと横ばいの状況である。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
「自転車等放置防止に関す
る条例」に基づいた事業の
実施のため。

自転車等駐車対策協議会
を開催した。

A:有効である
駅前環境の美観の維持に寄
与している。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

310010501
放置自転車等対策事業 放置自転車等対策事業



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 05 2 01 12 03

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 39,503 39,877 39,615

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・指定管理者（公益社団法人茂原市シルバー人材センター）と年度協定書の締結
・自転車駐車場の維持管理及び本納臨時駐輪場の舗装補修
・本納臨時駐輪場の管理要綱の制定及び舗装補修工事の実施
・自転車駐車場用地の借上げ（東日本旅客鉄道株式会社）

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③ 自転車駐車場用地借上げ 3,862 3,862 3,861 引き続き用地借上げを行い管理する。

② 自転車駐車場業務委託 34,468 34,468 34,453
指定管理者による適切な業務が行われた。
引き続き業務の指導を行う。

① 自転車駐車場施設管理 1,173 1,547 1,301
指定管理者による適切な業務が行われた。
引き続き業務の指導を行う。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

0 2,401 1,346 1,720 5,054 407

財
源
内
訳 34,561 39,302 0 0

一般財源 0 0 2,228 0

37,077 39,367 39,022 36,592 38,157

0 0 0 0

38,157

0 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

39,709 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 39,367 39,367 39,305 39,367 39,022 38,993 39,503 39,877 39,615

0 0 0

0 0

そ の 他 39,367 39,367

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

駅周辺の良好な交通環境整備のため、自転車駐車場を管理運営する。 自転車駐車場の管理運営

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・自転車駐車場利用者数の現状維持以上
・放置自転車の減少

・自転車駐車場業務委託（4月：年度協定）
・年間を通じての施設管理

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 310010502

自転車駐車場管理運営費 自転車駐車場管理運営費
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 10 01 05 2 01 12 03

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・自転車駐車場の駐車可能台数
・施設利用の促進・啓発活動数
・放置自転車の撤去台数

・自転車駐車場利用件数
・放置自転車の減少率

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・自転車駐車場利用件数の現状維持
・放置自転車の減少

・自転車駐車場業務委託（4月：年度協定）
・年間を通じての施設管理

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

駅前の放置自転車の状況からもある程度の成果を挙げている。
課題として、茂原駅付近に民間の駐輪場が設置されるなどから利用者が年々減少傾向であり、委託料や施設維持管理
費用が増加傾向にあることから、今後の施設運営について検討する必要がある。

企画政策課での評価とその理由

B:ある程度の
成果を挙げた
（達成度4割～7
割）

駅周辺の良好な交通環境の整備に一定の成果があったと認めることができる。今後は、より一層の施設利用促進の啓
発と利用者の利便性向上に向けた管理を実施することで、利用者の増加を図るとともに、今後の運営について検討する
ものとする。

A:効率的である
7箇所ある自転車駐車場を
指定管理者が一体的に管
理している。

A:実現している
広報や市ウェブサイト等で周
知した。

A:実現してい
る

指定管理者が利用者の意
見書を場内で集め、市と協
議し運営に反映させている。
また、アンケート調査も実施
した。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・自転車駐車場の駐車可能台数 7箇所 3,606台
・施設利用の促進・啓発活動数 2回
・自転車駐車場利用件数
（延べ 定期申請：16,792件、一時利用：59,747件、還付：12件）

・放置自転車の撤去台数 242台

・自転車駐車場利用件数は、定期申請及び一時利用とも減少してい
る。
・放置自転車の台数は昨年度より56台増
※令和元年度より撤去台数に本納臨時駐車場内の放置車両(56台）を
含めている。当該車両分を除くと横ばいの状況である。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である

「茂原市自転車駐車場の設
置及び管理に関する条例」
に基づいた事業の取り組み
を行った。

指定管理者と連携しなが
ら、適切な管理に努めた。

A:有効である

放置自転車の防止と安全な
交通環境の確保、駅前環境
の美観の維持に寄与してい
る。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

310010502
自転車駐車場管理運営費 自転車駐車場管理運営費



章 節 項 細 款 項 目 事

3 11 01 01 2 01 14 02

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事業費計 2,765 2,765 2,355

令和元年度の実施状況（事務事業の実施内容等を箇条書きで具体的に記入）

・消費生活相談を平日毎日実施
・消費生活講座、消費生活支援講座の開催
・NPO主催の子どもあそびひろばにて消費生活コーナーを開催
・相談員の研修のため弁護士による研修会の開催及び国・県等への研修に積極的に参加し、資質向上に努めた。
・市内全中学１年生を対象に啓発用冊子を活用し、消費生活に関する出前授業を実施。

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③ 消費生活センターの運営 175 181 150
消費生活センターを適正に運営した。引き続き
適正な運営に努める。

② かしこい消費者づくりの推進 506 500 500
各種講座等を開催し、消費者意識の高揚に努
めた。今後も消費者教育の推進に努める。

① 消費生活相談の実施 2,084 2,084 1,705
消費生活相談を平日毎日実施した。引き続き
相談体制の充実に努める。

0 0

個別
取組

内容
取組に係る費用(千円)

個別取組の達成状況及び今後の方向性
計画 予算 決算

450 519 1,765 1,765 760 2,218

財
源
内
訳 0 0 0 0

一般財源 565 565 557 393

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

500 0 0

市 債 0 0 0 0 0 00 0

2,718 0 0

計画 予算 決算

0 0

県 補 助 2,245 2,245 2,239 2,362 2,319 1,777 1,000

0 0 0 0 0 0国 補 助 0

令和2年度

計画 予算 決算 計画 予算 決算 計画 予算 決算

D
O

（
実
施

）

区分
単
位

H29年度 H30年度 令和元年度

事業費 2,810 2,810 2,796 2,755 2,769 2,296 2,765 2,765 2,355

0 0 0

1,000 1,595

そ の 他 0 0

P
L
A
N

（
計
画

）

事務事業の概要

事業の目的(【だれ・何】を【どのような状態】にするか) 活動内容(目的を達成するために何を行うか)

消費者の保護を図るため、消費生活相談体制の充実に努める。
また、トラブルを未然に防ぐため、市民を対象とした消費生活講座や中学生
を対象とした出前授業を行い、消費生活に関する知識の普及や啓発に努
める。

消費生活相談の実施
消費生活支援講座・消費生活講座の実施
出前授業の実施

令和元年度の具体的な目標 令和元年度スケジュール

・消費生活相談員、担当職員の研修参加により資質向上を図る。
・見守りネットワーク構築のため庁内の連携を図る。

通年 消費生活相談の実施、相談員の研修参加、啓発活動
R1.9～11月 中学1年生に対する出前授業
R1.9 消費生活支援講座
R1.9～11 消費生活講座（全3回）

令和元年度 事務事業整理シート

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

実施計画事業名 事業名 311010101

消費生活相談事業 消費生活相談事業
総合戦略
整理番号

0



章 節 項 細 款 項 目 事

3 11 01 01 2 01 14 02

A:妥当であるB:ほぼ妥当であるC:あまり妥当ではないD:妥当ではない A:有効であるB:やや有効であるC:あまり有効ではないD:有効ではない A:効率的であるB:やや効率的であるC:あまり効率的ではないD:効率的ではない

A:実現しているB:実現に向けて取り組んでいるC:実現の余地がないその他

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A:十分な成果を挙げた（達成度8割以上）B:ある程度の成果を挙げた（達成度4割～7割）C:事業の対象や手法の見直しが必要（達成度3割以下）

A
C
T

（
改
善

）

令和2年度活動指標（アウトプット）の設定 令和2年度成果指標（アウトカム）の設定

・消費生活センターの周知回数
・消費生活支援講座の実施回数
・消費生活講座の実施回数
・出前授業の実施回数

・消費生活支援講座の満足度90％以上
・消費生活講座の満足度80％以上

令和2年度における具体的な目標 令和2年度における事務事業スケジュール

・消費生活相談の実施による被害の減少を図る。
・相談員の研修参加による資質向上を図る。
・啓発活動による市民への消費生活の知識向上を図る。

・消費生活相談（通年）
・消費生活相談員、担当職員の研修（随時）
・消費生活に関する啓発活動（随時）

政策調整会議での評価とその理由

庁議における方針

所管による評価とその理由、課題・問題点

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

消費生活相談事業の実施により、消費者被害の未然防止・被害回復が図られた。しかし、相談体制の充実だけでは消費
者被害はなくならないため、消費者被害の未然防止に向けた消費者教育と啓発活動を通して市民の消費生活の安定と
向上に努める。また、消費生活上特に配慮を要する消費者の見守り等必要な取り組みを検討する。

企画政策課での評価とその理由

A:十分な成果を
挙げた（達成度
8割以上）

消費生活支援講座及び消費生活講座の満足度調査の結果からも十分な成果を挙げたと認められるものである。引き続
き、消費者被害の減少に向けた取組に努めるとともに相談体制の強化を図っていただきたい。

A:効率的である

専門の相談員を常時２人態
勢を維持するため、今後も
相談員の待遇改善に努め
る必要がある。

A:実現している

広報等により消費生活セン
ターの周知及び事例紹介・
情報提供などを定期的に実
施している。

B:実現に向け
て取り組んで
いる

推進員等を通じて提言を受
ける環境を整備していく。

A:実現している

「情報の共有」の状況とその理由 「参加」の状況とその理由 「協働」の状況とその理由

C
H
E
C
K

（
評
価

）

令和元年度活動指標（アウトプット）の達成状況 令和元年度成果指標（アウトカム）の達成状況

・相談件数９４１件
・消費生活支援講座（1回）、消費生活講座（３回）の実施
・市内６中学校への出前授業の実施
・広報、センターだよりによりセンターの周知を図った。

・消費生活支援講座（1回５８人）、消費生活講座（３回・延べ７０人）の
実施
・講座アンケートによる満足度は講演会９０％以上、消費生活講座８
０％以上
・広報、センターだよりにより、２回センターの周知を図った。

妥当性の評価とその理由 有効性の評価とその理由 効率性の評価とその理由

A:妥当である
消費生活相談は地方自治
体が行うべき行政サービス
である。

NPOと協動してイベントを実
施している。センターの運営
についても協働の可能性を
検討していく。

A:有効である
市民の消費者トラブル防止・
解決に有効である。

令和元年度 事務事業評価シート

基本計画 予算科目 整理番号

実施計画事業名 事業名

311010101
消費生活相談事業 消費生活相談事業


